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第 1 章 序論 

 

1.1 背景と目的 

国内外において地域の実情に即した循環型社会の構築が重要な課題となっている 1）. 

1994 年にグンター・パウリにより提唱された「ゼロエミッション」2)はその一つの代表的な

考え方である. これは廃棄物を発生しない自然界を模範として工業団地を進化させること

を目標としている「インダストリアル・エコロジー」2)の考え方に類似している. この「ゼ

ロエミッション」の考え方を取り入れ， 1997 年に通商産業省（現在の経済産業省）と環境

庁（現在の環境省の管轄）により作られたのが「エコタウン構想」3)である. 

エコタウン（以下 ET）事業の目的としては，①個々の地域におけるこれまでの産業蓄積

を活かした環境産業の振興を通じた地域振興，②地域における資源循環型社会の構築を目

指した産業，公共部門，消費者を包含した総合的な環境調和型システムの構築，の 2 つが

掲げられている 3)
. またその内容について，i) 地方公共団体がそれぞれの地域の特性を活か

して作成した『ET プラン（環境と調和したまちづくり計画）』の基本構想と具体的事業に独

創性・先駆性が相当程度認められ，かつ，そのプランが他の地方公共団体のモデルとなり

うる場合には， 通商産業省および環境庁は ET プランとして共同承認するとともに， ii) 地

方公共団体および民間団体が行う循環型社会形成に資する先導的なリサイクル施設整備事

業に対し財政支援を実施するものとされている. そしてこの事業では「ゼロエミッション」

を，「あらゆる産業から出るすべての廃棄物を新たに他の分野の原料として活用し，あらゆ

る廃棄物をゼロにすることを目指すことで新しい資源循環型の産業社会の形成をめざす構

想」としている. 

ET事業は循環型社会構築のための有効な方法として ET事業は国内外で高く評価されている. 

ET 事業が特に注目され参考にしたいと考えられている点は，多数のリサイクル事業が現実に創出
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され， 環境事故などが起きにくい信頼性の高いリサイクル工業団地が構築されていることである

4-5）. しかし，国内外のいくつかの地域においては，ET 事業やそれに類似した考え方の計画が立

案されたにもかかわらず， 事業が予定通り実現しない例も生じている. その理由としては， 地域

の実情に即した事業のコンセプトが明確でないこと，事業を実現するための具体的な展開方法が

示されていないことが挙げられている 6)
. 

本研究の目的は，各地域において地域の特性を生かした循環型社会の構築が，ET 事業やそ

れに類似した考え方を用いて今後とも国内外で多く展開されるようになることである. そのために本

研究では報告された研究資料を参考として，ET 事業の構成要因や事業パターンの調査・分析を

行った後， 特に ET の主たる目的の 1 つであり， 重要度も高い環境産業育成面において，事業

構築に有効と考えられるコンセプトとその具体的展開法を明らかにする. また多くの人々がよく理

解している動脈産業と， 比較的新しい産業であるリサイクル産業を主体とした静脈産業は多くの

点で異なる. そこで動脈産業と静脈産業の比較により， 静脈産業の特徴を明らかにし成功への

条件を明確にする. さらに ET 事業や静脈産業の特徴を理解するために，事例研究として北九州

地域の循環型社会の構築の歴史を通して，国内外の他地域の循環型社会の構築に活用できる経

験・知識の抽出という視点で検討する. 

 

1.2 従来の研究 

エコタウン（ET）事業は地域の循環型社会を構築するために作られるものであるので， 地

域の産業や既存インフラなどにどのような特徴があるかを理解し，それらを活かしてどの

ような ET を作るかについての明確な指針が必要である. 

これまでに報告された ET 研究の視点は，次の 4 つに分類することができる；(1) 事業内

容の特徴，(2) 事業の実現方法， (3) 事業内企業の相互連携，(4) 地域循環，それらの内容

と課題について以下に述べる. 

 



3 

 

(1) 事業内容の特徴に関する研究 

事業の具体的内容の特徴に関する研究 4-12)や，複数の事業の事業内容を比較検討した研究

13-22)が行われている. 松永は，7 ケ所の事業をその特徴から次の 3 つのタイプ，a）環境産業

育成型：環境産業の振興に重点を置く，b）廃棄物処理対応型：廃棄物の広域的な処理を行

う，c）コミュニティ形成型：環境と住民参加をキーワードとした都市づくり，コミュニテ

ィづくりを行う，に分類している 7)
. 外川は，14 の事業について，過疎地，小都市，鉱業地

域，大都市の工業団地，臨海部工業コンビナートおよび広域などにより分類している 14)
. ま

た関らは，10 ケ所の事業を取り上げ， 事業の方向としてエネルギー系， 中間系， 環境系， 

および担い手として行政主導型，市民主導型と企業主導型，により事業を分類している 20)
. 

現在，全国には 26 の ET 事業が存在しているが，これらの ET 事業について設置されてい

る場所の人口，産業，廃棄物，インフラなどの地域の特性と目指している方向の関係がよ

り明確になれば，今後の ET 事業拡大に有益であると思われる. 

 

(2) ET 事業の実現方法に関する研究 

目指すべき ET 事業の姿を構築した後，どのようにそれを実現していくかに関する研究も

ある. 数多くの事業が実現した北九州 ET 事業における政策や事業化のポイントを整理した

もの 23,24)がある. また中国に ET を作るために，北九州市の循環型都市協力事業の経験を活

かして， a) 現状把握，b) 課題の整理，c) 目標の設定・基本計画の策定，d) 支援政策の検

討，e) 事業化の検討，などのステップに分けて，ET 導入ガイドライン 6)が作られている. 

これらの研究によれば，ET 事業の計画を立案し，実際にリサイクル事業をスタートする

まで多くの時間を費やす例が多い. そのため ET 事業の実現には，理想，理念より，実現に

重きを置いた実行計画をいかに立案し，スピーディーに実行する方法を明確にすることが

必要である. 
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(3) ET 内における企業の相互連携についての研究 

事業の高度化に向けた取り組みとして， ET 内における企業の相互連携の在り方に関する

研究も進められている 25)
. そこでは連携の課題として，a) 設備，b) 購入，c) 置場，d) ユ

ーティリティ，e) メンテナンス，f) 廃棄物活用，g) 共同開発，などを挙げ，それらを企業

活動の工程上から A) 入口（廃棄物収集），B) 輸送（工場前後），C) 工場間，D) 出口（資

源化物販売），E）全体連携（規制緩和等），に分けて，事業内に立地する複数企業の協力， 

シナジー効果を高めるための活動が提案されている. しかし，これら高度化に向けた連携を

具体的にどのように進めるかについては今後の検討課題としている. 

 

(4) 地域循環に視点を置いた研究 

地域内で循環可能な資源はなるべく地域で循環させ，地域内での循環が困難なものにつ

いては循環の輪を広域化させていくという「地域循環圏」という考えが示されている. この

地域循環圏の形成にET事業が中心的な役割を果たしているかどうかに関する研究も行われ

ている 26)
. 

 

以上のように，これまで行われた研究は，ET の分類や導入・進化・高度化について個別

に検討した事例が主である. 

 

(5) 循環型社会構築の実例研究 

 ET 事業の特徴や静脈産業の特徴を具体的に理解するために，事例研究として北九州地域

の事例を取り上げる.従来から全国の ET 事業の分析や，北九州 ET の事業設立の経緯とその

事業内容について分析した研究は存在する 7，14，20-24)
. しかし，北九州地域の循環型社会の

構築の歴史，すなわち江戸期の石炭の存在から，官営八幡製鐵所誘致，公害克服，北九州

ET 事業の設置などの関連などを明らかにした研究は少ない.またそれら循環型社会構築に
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関する研究において，歴史的経緯を踏まえて，「環境」ブランドの形成要因に関して研究し

た例は少ない.  

 

1.3 本研究が対象とする課題 

このET事業が特に評価されている点は，国内外でたくさんの環境配慮団地の計画があり，

実現しない計画もある中で， ET 事業においては実際に持続可能な多数のリサイクル事業が

創出されている点，すなわち Implimentation（実現，実装）である 4-5）.  

本研究では，本研究の目的である国内外の各地域において，地域の特性を生かした循環型社

会の構築が ET 事業やそれに類似した考え方を用いて多く展開されるようになるための課題を， 

事業構築におけるコンセプトの立案方法が明確でないこと，またその事業実現への要件や

具体的な展開方法が確立されていないことであると考えた.  

そこで本研究で，これまでに報告された研究資料を参考として，数多い ET 事業の構成要

因や事業パターンの調査・分析を行った後，地域の特性と ET の内容から，ET を 3 つのタ

イプに分別する. その後，特に ET の主たる目的の 1 つであり，重要度も高い環境産業育成

面において検討する.事業実現に有効と考えられるコンセプトとその具体的展開の実行策を

リサイクルフローや Material flow analysis（MFA）分析等を意思決定ツールとして検討する. 

さらに多くの人々が比較的新しい産業であるリサイクル産業を中心とした環境産業（静

脈産業とも呼び, ものづくり産業を動脈産業と呼んで対比される）をよく理解していないと

いう課題がある. そこで比較的理解している動脈産業との比較から，リサイクル産業を主体

とした静脈産業の特徴を明確にする. 特に動脈産業と静脈産業における原料， 廃棄物調達

（入口）， 工場， 製品， 資源化物の販売（出口）の重要性が大きく異なる点について考

察する. 

最後に ET 事業を通した循環型社会の構築は，その地域の産業の歴史的変遷と深い関係に

あり， 時間経過も長いことから具体的例を示して検討しないと理解しにくいという課題が
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ある. そこで，地域における循環型社会の構築の歴史を，ET 事業，リサイクル産業を中心

とした静脈産業の構築を中心に理解するための具体的な事例研究として，ET 地域の具体的

な事例として「環境産業育成型」ET に分類される北九州地域を取り上げる. 北九州地域は， 

近隣に筑豊炭田が存在したことから石炭の積み出しなどエネルギーの地域としてスタート

し，その筑豊炭田の存在が，1901 年の官営製鐵所の誘致のひとつの成功要因になった. そ

の後，鉄鋼業は発展したが工場群は深刻な公害をもたらし，公害の解決には，産学官市民

の必死の努力があった. そしてその産学官市民のネットワークが北九州 ET 事業の設置に力

を発揮した. このように北九州地域の環境に関する取り組みは，すべて歴史的に連結してお

り，北九州の「環境」という，他地域と異なった地域ブランドとなっている. このブランド

は，海外における環境分野の協力においても，「環境」に強い北九州として，協力の推進に

とって大きな力となっている. 

本研究では，北九州地域の循環型社会の構築の歴史を通して，国内外の他地域の循環型

社会の構築に活用できる知識・経験を抽出するという視点で検討する. 特に海外においては， 

北九州地域の経験・知識を一方的に伝えるだけでは，持続可能な事業を構築することは難

しい. 相手の状況を十二分に把握し，北九州地域の経験・知識のうち，相手方に役に立つも

のを厳選して紹介・活用することが重要である. 
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1.4 本論文の構成 

 本論文の構成を Figure1.1 に示し，各章の内容について示す. 

第 1 章 序論 

本章では，本研究の背景と目的を述べる.さらに，従来の研究と本研究の概要を述べる. ま

た，本論文の構成について示す. 

 

第 2 章 地域特性に適合する ET 事業タイプの選択 

本章では， 地域特性に適合するET事業タイプの選択について述べる.  ET事業の目的が， 

地域の実情に即した循環型社会の構築であることから，先ずET事業に解決を期待する主要

課題を抽出したのち，それぞれのETが存在する地域の地域特性を用いてETの事業タイプの

選定を行う. 

 

第 3 章 環境産業育成型事業実現への要件 

本章ではエコタウン（以下 ET）の 3 つのタイプのうち，最も多くの地域が目指している

環境産業育成型事業に成功するための要件と，それに必要なハード技術とソフト技術，お

よび事業実現のための実行策について検討する. ここでいうハード技術とは，廃棄物の処

理・再資源化に用いられるプロセスおよびそれに関わる機械・設備・関連技術を指してい

る. またソフト技術とは，ハード技術の前後にあって，廃棄物の処理・再資源化を効率よく

推進するために必要な業務・行動（広義の技術）を意味するものとする. 

 

第 4 章 動脈産業との比較による静脈産業の特徴 

多くの人々がよく理解している動脈産業と，比較的新しいリサイクル産業を主体とした

静脈産業は多くの点で異なる. 本章では，動脈産業と静脈産業の比較により，静脈産業の特

徴を明確に，静脈産業で成功するための条件を明らかにする. 
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第 5 章 北九州地域における循環型社会の構築 

ET事業や静脈産業の特徴を理解するために，実際に「環境産業育成型」ETに分類される

北九州地域の事例を研究した. 本章では，北九州地域の事例を取り上げ，北九州地域の循環

型社会の構築の歴史を通して，国内外の他地域の循環型社会の構築に活用できる知識・経

験の抽出という視点で検討する. 

 

第 6 章 結論 

本章では，本研究で得られた結論を要約して述べる. また，今後の課題についても述べる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 1.1 Structure of this dissertation 
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第 2 章 地域特性に適合するエコタウン事業タイプの選択 

 

2.1  緒言 

ET 事業の目的が地域の実情に即した循環型社会構築であることから，先ず ET 事業に解

決を期待する主要課題を抽出した後，それぞれの ET が存在する地域の地域特性を用いて

ET の事業タイプの選定を行う. この選定においては，松永の分類を参考に 7)，代表的な ET

事業をそれら ET の設立目的から「環境産業育成型」，「廃棄物適正処理型」および「環境意

識醸成型」の 3 つのタイプに分類した. この分類の有効性については，各 ET 事業との関連

において検証が試みられている 27)
. 

 

2.2 ET 事業において解決が期待されている課題 

ET 事業の設立目的として，1) 環境産業を育成する，2) 廃棄物を処理する，3) 市民の環

境意識を向上させる，などが挙げられている 28)
. そこで，全国の全 26 ET の中から，① ET

承認地域が都道府県など広域ではなく市町村など狭い地域に集中している， ② ET プラン

において， 事業の目指す方向が比較的明確である，③ 複数の ET 施設（ET ハード補助金

が交付されている施設を含む）が稼働している，という条件で，北九州市， 川崎市， 札

幌市，飯田市（長野県）および水俣市（熊本県）の 5 都市を調査対象に選んだ. そして経済

産業省の ET 環境産業進行形・環境調和まちづくり事例集 29)を用いて，解決が期待されてい

る主な課題を Table 1（ET 地域承認年を含む）のように分類した. Table 2. 1 にはそれぞれの

ET の地域承認年を示す.  
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Table 2.1 Tasks potentially solved by ET projects 

 

Purpose of ET Task City (Registered 

fiscal year for ET) 

New industry 

promotion 

（Recycling industry） 

・Substitute declining heavy industries near seashore 

with new industries 

・Utilize high leverage technologies in manufacturing 

to create environmental industries 

・Utilize existing infrastructure for manufacturing to 

create environmental industries 

City of 

Kitakyushu 

(1997) 

Kawasaki city 

(1997) 

Proper treatment of 

waste 

・Dealing with the increase of general waste due to 

increasing population (promote citizen actions to 

decrease the amount of general waste at source) 

・Use more earth friendly action like recycling 

City of Sapporo 

(1998) 

Promoting citizen’s 

environmental mind 

Activating of 

communities 

・To make more concrete community by using 

renewable energy，segregation of waste and 

ISO14001 activities 

Iida city (1997) 

Minamata city 

(2000) 

 

 

Table 2.1 において，ET の設立目的が新産業の育成である場合では，北九州市や川崎市の

ように，戦後発展してきた臨海工業地帯の重化学工業が曲がり角を迎え，少しでも新しい

産業を育成したいとの狙いがある. そのためには既存の資産・インフラの活用が効率的であ

り，その点から環境産業（重工業産業設備を活用したプラスチックリサイクル事業など）

育成を重点に挙げている 30)
. 

廃棄物の適正処理が主目的である札幌市の場合は，ET の検討を開始した当時は人口増に

伴う一般廃棄物の増加が課題になっていたため， 廃棄物の適正処理としてリサイクルの拡

大が求められて ET が作られた（1998 年）. 

また目的が市民環境意識の向上である場合は，飯田市や水俣市など比較的小規模都市に

おいて環境をテーマに市民意識を向上させ，これを町の活性化につなげるため ET が有効に

活用された. なお水俣市の場合は，ET 団地を造り環境産業を育成する目的も同時にあった. 
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2.3 地域特性の評価 

地域に適合する ET 事業を選定するためには ET が設置される地域，都市独自の地域特性

を評価する必要がある. まず，前節で取り上げた 5 都市の ET を，Table 2. 1 の① 環境産業

育成型， ② 廃棄物適正処理型, および③ 環境意識醸成型の 3 つのタイプに分類し，各分

類とそれぞれの人口，産業，廃棄物，インフラなどの地域特性との関連を調べた 31-57)
. 

Table 2.2 に環境産業の育成を目的とした北九州市と川崎市の地域特性を示す. それぞれ

のデータは Table 2.2～2.4 すべてにおいて，ET 地域承認の影響を見るために，それぞれの地

域の ET 地域承認年における値を用い，増減を示す場合は，ET 地域承認年とその 5 年前の

値との変化を示した.  
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Table 2.2-1 Local characteristics of ET for environmental industry promotion (Part 1) 

 

Purpose Local characteristics（Item） 

City of 

Kitakyushu 

（ET from 

1997） 

Kawasaki city

（ET from 

1997） 

Characteristics 

New 

industry 

promo- 

tion 

（Re- 

cycling 

industry

） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Population Population 

(Million) 
1.015 1.217 

Moderate 

Rate of change 

of Population 

(%) 

-0.49 1.83 

Slight increase～

decreasing 

Population 

density 

(capita/km
2
) 

2,101 8,531 

High 

Manu- 

facturing 

Manufactured 

goods 

shipments 

(JPY/person・

year) 

2,374,000 4，387，000 

Much 

Rate of 

change of 

Manufactured 

good 

shipment (%) 

-7.35 -10.06 Decreasing; 

Mainly heavy 

industries 
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Table 2.2-2 Local characteristics of ET for environmental industry promotion (Part 2) 

 

Purpose 
Local characteristics

（Item） 

 

City of 

Kitakyushu 

（ET from 1997） 

Kawasaki city

（ET from 

1997） 

Characteristics 

New 

industry 

promotion 

（Re- 

cycling 

industry） 

 

 

Waste General 

(kg/day・

person) 

1.30 1.17 

Intermediate 

Rate of 

change of 

General 

waste 

(%) 

3.01 -5.68 

Kitakyushu: 

increase 

Kawasaki: 

decreasing 

Industry 

(ton/year・

person) 

787 370 

Much  

Manufacturing facilities 

・Machinery 

Steel works:1

（Blast furnace， 

Coke oven），

Power 

generation:2 

Steel works:1

（Blast 

furnace， Coke 

oven），Power 

generation:2 

High temperature 

furnace， waste 

treatment 

General waste treatment 

facility 

（Incinerator，Landfill） 

Incinerator for 

general waste:3，

Landfill: 

Incinerator:3， 

Landfill:1 

Incinerator & 

Landfill 

Technologies・Human 

resources 

Steel making 

technology， 

cement 

production 

technology， 

waste treatment 

technology (Total 

2 items) 

Steel making 

technology， 

cement 

production 

technology， 

waste treatment 

technology 

(Total 2 items) 

Development 

capabilities，human 

resource of 

manufacturing， 

high interest in 

environment 

Original community 

activities 

Standard (1 item) Standard (1 

item) 
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Notes） 

・The data for local characteristics is population
31-36)， population density

37-38)， Manufactured goods 

shipments
39-43)，General waste

44-48)
 and industrial waste

49-51)
.  All data is the data in each 

registered year for ET. 

・Each rate of change is encompasses the 5 years before the registered year for ET until the registered 

year for ET. 

・Manufactured goods shipments are not published in the case of small Municipalities. 

・Date of industrial waste is only published by prefectures and Government-ordinance-designated 

city. 

・When the data of target year cannot be obtained，the data is calculated by proportional distribution 

of closer years.  

・The data of manufacturing facilities
52，53)，treatment facilities for general waste

54)， cement 

facilities
55)， technologies・human resources，community activities is obtained by papers

29)
 of each 

ET (Mainly present number).  

 

 

Table 2.2-1， Table2.2-2 における地域特性データから明らかなように，北九州市と川崎市

は a) 人口が 101.5 万人，121.7 万人と多く，b) 工業製品出荷額も 237 万円/人，439 万円/人

と多いが, -7.35%，-10.06%と減少傾向であり，c) 産業廃棄物が 787，000t・年/人，370，000t・

年/人と多く，d) 製造業のインフラを有する.地域特性の結果から，これらの都市の ET は， 

既存インフラの活用による新産業の育成を目指した環境産業育成型であることが分かる. 

Table 2.3 に廃棄物適正処理を目的とした札幌市の地域特性を示す. 札幌市は北海道の中

心都市として，急激な人口増加（4.38% 増加）による一般廃棄物の増加に苦慮し，市長が

ゴミの非常事態を宣言するなど，ゴミの減量や施設の増強に取り組むとともに，廃棄物の

単純処理からリサイクル活動に取り組んだ. この結果札幌市のリサイクル団地内には全国

の ET 事業の中で比較的早くから多種多様な事業が集積していた 56)
. しかし，地域に立地し

た大都市で商業都市であることから，一般廃棄物の削減に成功した後（-22.05% 減少）は，

産業廃棄物も少ない（223，000ton・year/person）ことから，特にそれ以上の環境産業育成の

必要性は小さかった. 
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Table 2.3 Local characteristics of ET for waste treatment 

Purpose 
Local 

characteristics 
Item 

City of Sapporo 

（ET from 

1998） 

Characteristics 

Proper 

treatmen

t of 

waste 

Population Population(Million) 1.798 Many 

Rate of change(%) 4.38 Large 

Population density 

(capita/km
2
) 

1,603 High 

Manufacturing Manufactured goods 

shipments (JPY/person・

year) 

439,000 Not many（commercial 

city） 

Rate of change (%) -3.9 Decreasing slowly 

Waste General (kg/day・person) 1.41 Large 

Rate of change of General 

waste (%) 

-22.05 Sharply decreasing （by 

the effect of declaring for 

reducing waste） 

Industry 

(ton/year・person) 

223 Not much  

Manufacturing facilities 

・Machinery 

Industries Not much 

General waste treatment facility 

（Incinerator，Landfill） 

Incinerator: 3 

Landfill: 3 

Available excess 

capacity 

is small (waste increase 

by population increase) 

Technologies・Human resources Development 

capability is small 

because it is a 

commercial city 

with few 

manufacturing 

human resources (1 

item) 

Development capability 

is small and has less 

manufacturing human 

resource. There is great 

interest in the 

environment. 

 Original community activities Standard (1 item)  
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Table 2.4-1，Table 2.4-2 に市民環境意識の向上やコミュニティの活性化を目的とした ET

である飯田市と水俣市の地域特性を示す. 飯田市と水俣市は， a) 人口（11.1 万人，3.11 万

人）が小さく， 人口密度（341 人/km
2，191 人/km

2）も小さい都市ながら，b) 化学工業や

精密機械産業などものづくりの企業が根づいている. また c) 一般廃棄物の削減に積極的に

取り組んでいること（0.88kg/日・人，0.95kg/日・人）も特徴である（産業廃棄物のデータ

はないが量は少ない）. 独自のコミュニティ活動としては，d) 飯田市においては太陽光市

民共同発電事業があり，e) 水俣市では環境を町の活性化の手段としてごみの 21 分別（2015

年 4 月 1 日現在）により，月に数回地域の人々が会話する場が作られている 57)
.  
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Table 2.4-1 Local characteristics of ET for promoting environmental mind (Part1) 

 

Purpose 

Local 

characteristic

s 

Item 

Iida city 

（ET from 

1997） 

Minamata 

city（ET from 

2000） 

Characteristics 

Promoting 

citizen’s 

environmental 

awareness 

 

 

Activating 

communities 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Population Population 

 

111,000 31,100 Small 

Rate of 

change 

(%) 

0.59 -5.16 Slight increase

～decreasing 

Population 

density 

(capita/km
2
) 

341 191 Small 

Manu- 

facturing 

Manu- 

factured 

goods 

shipments 

(JPY/person

・year) 

359,000 309,100 Not much 

Rate of 

change  

(%) 

-11.63 7.18 There is 

variation 

Waste General 

(kg/day ・

person) 

0.88 0.95 Small 

Rate of 

change of 

General 

waste 

(%) 

No data 6.07 Increase 

(Minamata 

city） 

Industry 

(ton/year ・

person) 

No data No data  
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Table 2.4-2 Local characteristics of ET for promoting environmental mind (Part2) 

 

Purpose 
Local 

characteristics 
Item 

Iida city 

（ET from 

1997） 

Minamata city

（ET from 

2000） 

Characteristics 

Promoting 

citizen’s 

environmental 

awareness 

 

 

Activating 

communities 

 

 

Technologies

・Human 

resources 

Technology， 

human 

resource 

Human 

resource for 

precision 

machinery 

industry  

(Total 3 items) 

Human 

resource for 

chemical， 

liquid crystal 

& electric  

components 

industries 

(Total 3 items) 

Many human 

resource for 

environmental 

education 

Original 

community 

activities 

Activities to 

activate 

community 

Cooperative 

solar power   

generation and 

biomass 

utilization  

by citizens，  

(Total 2 items) 

Separation of 

general waste 

into 21 

groups， 

Env. ISOEMS 

(Total 2 items) 

Unique activities 

are done 

energetically 

 

 

2.4 地域特性と ET タイプとの対応 

Table 2.2-2.4 の地域特性の中から，人口，一般廃棄物量および産業廃棄物量を主要な要因

として選定し，これにソフト要因として技術・人材と独自のコミュニティ活動内容の特徴

を加えて分析した. 次に，これら 5 都市の 5 種類の地域特性について最も大きいものを 1（基

準）として相対的に比較した. この結果を Figure 2.1 に示す. 

 



19 

 

 

Name of cities 

 

Figure 2.1 Comparison of local characteristics for five representative cities 

 

 

Figure 2.1 から明らかなように，① 北九州市と川崎市の特徴は人口 (0.57，0.68) および

規模の大きい製造業が多いため，一般廃棄物量 (0.92，0.82)と産業廃棄物 (1.0，0.42) を多

量に発生することであるが，同時に環境に関連する技術・人材(0.66，0.66)が豊富であるこ

とから，これらの都市の ET は環境産業育成型に位置付けることができる. また，② 札幌市

は商業都市であることから産業廃棄物は少ないが，人口が多いこと (1.0) により一般廃棄物 

(1.0) の処理が課題であり，そのため ET は廃棄物処理型といえる. それに対し，③ 飯田市・

水俣市の場合は，人口の小さい地方都市であるため廃棄物 (0.62，0.67) の問題は小さいが，

中小都市に特徴的な製造業も多いことから技術・人材 (1.0) やコミュニティ活動 (1.0) に

0
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0.4
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よる環境意識醸成型 ET を作り上げている. 

以上のような地域特性と ET タイプとの対応関係を利用することにより，対象とする地域

に適合する ET 事業の選定が可能になると思われる. 

 

2.5 結言 

ET 事業の目的が地域の実情に即した循環型社会構築であることから，先ず ET 事業に解

決を期待する主要課題を抽出した後，それぞれの ET が存在する地域の地域特性を用いて

ET の事業タイプの選定を行った. その結果，以下の結論を得た. 

1) 代表的な ET 事業をそれら ET の設立目的から「環境産業育成型」， 「廃棄物適正処理型」

および「環境意識醸成型」の 3 つのタイプに分類される 

2) 地域特性と ET タイプとの対応関係を利用することにより，対象とする地域に適合する

ET 事業の選定が可能になる 
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第3章 環境産業育成型事業実現への要件 

 

3.1 緒言 

エコタウン（以下 ET）の 3 つのタイプのうち，最も多くの地域が目指している環境産業

育成型事業に成功するための要件と，それに必要なハード技術とソフト技術，および事業

実現のための実行策について検討する. ここでいうハード技術とは，廃棄物の処理・再資源

化に用いられるプロセスおよびそれに関わる機械・設備・関連技術を指している. またソフ

ト技術とは，ハード技術の前後にあって，廃棄物の処理・再資源化を効率よく推進するた

めに必要な業務・行動（広義の技術）を意味するものとする. 

 

3.2 環境産業育成型事業実現への要件 

2.2 で示したように，環境産業育成型 ET 事業に期待されている点は，① 臨海工業地帯な

どの重厚長大工業の陰りを新しい産業で補う，② 高度なものづくり力を環境産業創出に活

用する，③ 既存ものづくりインフラを活用して環境産業を創出することである.これらを解

決するための要件について検討する. 

 

(1) 個別企業について 

個別事業のビジネスモデルを含む ET の全体計画を立案し，ET 地域承認を得た後，個別

企業による環境産業を作る. そこでは MFA 分析を用い，収集できる廃棄物量を定量的に把

握し，十分な廃棄物これを工場で資源化した際の効率，資源化量を把握して，しかも安定

的に資源化物を販売できる定量的なビジネスモデルを構築することが必要となる. 採算性

が確保できる場合には，リサイクルの質にも留意し，持続可能な産業となりうるかの検討 
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が必要である. また環境事故が起こらない信頼性や，地域に認められる企業になるため地域

の環境教育に貢献するなども重要な要素となる. 

 

(2) ET 内企業の連携  

次に，個別立地企業が設立されただけでは，環境産業育成型の ET 事業としては不十分で

ある. 立地企業は一定の広さの工業団地または地域に集積していることや， その中で様々

な連携が行われることが望ましい. 理想的には，各個別事業は ET 事業会社の個別事業別の

事業部的に運営されることである. 連携は，MFA 分析の観点から，廃棄物収集（入口），運

搬，工場，資源化物販売（出口）の産業全般を定量的に把握して集積性があり，しかも環

境事故が起こらないように相互監視することや， ET 内の廃棄物を限りなく資源化するため

の連携などが重要となる. 

 

(3) ET 周辺地域・他地域との連携  

さらに ET は，地域の資源循環構築のための中核となることが望まれている 26)
. 循環型社

会の構築は ET の団地内のみならず， 地域から有用な廃棄物をできる限り収集して資源化

し， 地域産業の競争力が向上する形で資源を供給する MFA 分析に基づき定量的に分析し

て，地域循環圏構築に主導的な役目を果たすことが望まれる. 

以上の要件を纏めると Table 3.1 のようになる. このように地域の循環型社会を構築する

ための目指すべき環境産業育成型 ET の条件を実現していくことが重要なテーマである. 
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Table 3.1 Business conditions for environmental industry promotion 

 

Target Tasks 

Each factory 

 

Business and technological necessity 

 Waste collection→recycling technologies→selling of resource 

Task 

 ・Profitability，Realization of higher recycling ratio 

・Continuation of highly reliable waste treatment 

・Contribution for local environmental education 

Cooperation in ET Cooperation 

 ・Collection， transportation， factory， selling of resource， total 

Task 

 ・Highly technological waste treatment and mutual monitoring 

Cooperation 

among ET and 

surrounding area 

and other area 

Task 

・Deceasing local waste generation  

・Foundation of recycling industries and enlarging local resource circulating 

・Cooperation between material and resource circulating industries 

・Promotion of local resource circulation area（Proper and efficient resource 

circulation， resource circulating utilizing local characteristics，resource 

circulation providing local vitality） 

 

 

3.3 環境産業育成型事業実現における必要なハード技術と 

その重要度 

ET 事業における業種別のハード技術の役割を，より具体的に検証するために，全国 26

の ET 事業に存在するペットボトル，家電，自動車の主要 3 事業（ET 補助金対象施設，非

対称施設を含む）で適用されているハード技術を Table 3.2-1，Table 3.2-2
58)に整理した. 

Table 3.2-1，Table 3.2-2 においてハード技術の適用状況をみると，ペットボトルは，選別

→破砕→洗浄という廃棄物処理業プロセスと，フレーク，ペレット製造というものづくり

業プロセスの両方の技術を持っている場合が多い. 工場運営上から，両方の技術を持つとい
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うことには廃棄物処理工場と生産工場の両方を持つという難しさが存在する. 

次に家電は，分解→破砕→素材分別という分解・分別プロセスが中心である.素材分別精

度が事業の採算性を決めるために，最新技術を含め様々な種類の選別装置が，多段式で活

用されている. 

また自動車は，販売用パーツ回収，鉄・非鉄の分別回収，スクラップ製造のプロセスが

基本である.最初の段階の販売用パーツ回収が収益的にも重要で，その後，シュレッダー方

式およびシュレッダーレス方式により鉄・非鉄を分別回収する. 特にシュレッダーレス方式

は，ワイヤーハーネスを徹底的に回収することにより，鉄スクラップ中の銅含有量を減ら

し，製鉄会社における転炉工程での利用率を高めている. 
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Table 3.2-1 Hard technologies in three main business in ET (Part1) 

 

ET PET bottle Home appliance Automobile 

Hokkaido Sorting→fracturing 

→washing 

・Flake～pellet  production 

Dismantle→fracturing 

→material separation 

 

City of Sapporo Metal 

removing→fracturing 

→washing 

  

Akita prif.  Dismantle→fracturing

→washing 

 

Iwate pref. 

Kamaishi city 

  Dismantle→scrapping 

（Shredder less） 

Miyagi pref. 

Uguisuzawa 

 Dismantle→fracturing

→washing 

 

Kawasaki city ・Fracturing→washing 

・Chemical decomposition 

～polymerization 

Dismantle→fracturing

→material separation 

 

Nagano pref. 

Iida city 

Melting→flake～pelletizing   

Toyama city   Dismantle→scrapping 

（Shredder less） 

Fukuyama city ・Sorting→fracturing 

→washing 

・Flake making 
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Table 3.2-2 Hard technologies in three main businesses in ET (Part2) 

 

ET PET bottle Home appliance Automobile 

Yamaguchi 

pref. 

Removal of foreign matter， 

washing， fracturing， 

depolymerization， 

purification， 

polymerization， polyester 

raw materials 

  

City of 

Kitakyushu 

・Sorting→fracturing 

→washing 

・Flake～Pelletizing 

Sorting→fracturing 

→washing 

Dismantle→scrapping 

（Shredder less） 

Kumamoto pref. 

Minamata city 

 Sorting→fracturing 

→washing 

 

 

 

 

次に ET 事業の主要 3 事業で適用されているハード技術の課題を Table 3.3 にまとめる. 

Table 3.3 より，工程別の必要能力としては，(a) 選別前工程における完全な異物除去（選別

工程での製品ペレットの品質向上に必要），(b) 選別機では，高速選別などの最新技術の導

入， (c) 破砕工程では，安価な刃物の使用と長寿命化，などが技術課題となっている. 特に

刃物は大量に使用する消耗品なので，刃物の長寿命化は重要なテーマである. 
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Table 3.3 Hard technologies and their tasks in three main business in ET 

 

Business Items Content 

PET bottle Process Sorting→fracturing→washing→flake/ pelletizing（Kitakyushu， 

Kawasaki） 

Special 

technology 

Removal of foreign matter machine 

Task ・Sorting accuracy before manual separation 

・The purity of the product (Flake and pellet) 

（this is related to the efficiency of production process） 

Home 

appliance 

Process Sorting→fracturing→washing→material separation（resource：

plastics，glass cullet， etc.）（Kitakyushu， Kawasaki） 

Special 

technology 

Freon detoxification by thermal plasma 

Higher accurate sorting of waste plastics by specific gravity sorting 

and removal of foreign matter like wiring  

Freon separation and recovery of heat insulation material urethane by 

heating volume reduction（paid resources） 

Color sorting of non-ferrous 

Task ・Sorting know-how to attain closed loop recycling of home appliance 

parts 

  into new home appliances 

・Minimizing the amount of mixed plastics 

・R & D for new fields（Flat TVs， compact appliances） 

Automobile Process ① Shredder method 

Parts collection→shredding→Iron and non-ferrous recovery 

→Shredder dust recovery 

② All recycling（shredder less）method（Kitakyushu） 

Parts collection→drained→Resin parts recovered 

→Dismantle→Non-ferrous recovery→Steel scrap recovery 

Special 

technology 

Sorting plastics for recycling→utilizing automotive industries 

Task ・Reduction of copper content in steel scrap 

・Recycling of wire harness →Domestic resources circulation ensure 

・Reduction of amount and treatment cost of shredder dust 
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一方， ハード技術の総合力により決まるものとしては，(d) 生産効率の向上（要員， 歩

留・原単位・作業率），(e) 廃棄物という品質が安定しない不均質原料から高品質・均一な

資源をつくる（販売価格に寄与），(f) リサイクル工程においてやむを得ず発生する発生廃

棄物のミニマム化（処理費用および環境事故の低減に寄与），が重要である. 

このほか ET には多数のリサイクル事業が集積しているので，発生する廃棄物をほかのリ

サイクル会社で原料として受け入れてもらい，ET 全体として MFA 分析に基づき廃棄物を

ミニマム，すなわちゼロエミッションを目指すことも重要である. 

従って，今後リサイクル事業において強化すべきハード技術の課題は，新規製品のリサ

イクル技術開発（小型家電， フラットテレビ， レアメタル，ソーラーパネル等），海外の

手選別との競争力維持のための省力化，自動化技術開発（選別技術力の向上），装置の小型

化，刃物の長寿命化などなどが挙げられる. 

以上の検討の結果から， 環境産業育成型 ET 事業になるために必要なハード技術を Table 

3.4 にまとめた. 環境産業育成型 ET 事業を実現するために必要なハード技術は， 個別立地

企業においては， 主として工場における競争力を左右する. 主要な工程である選別， 粉砕， 

洗浄，資源化などの工程は，人員，エネルギー，部品寿命，資源化率などを左右する重要

な技術である. またどうしても発生する廃棄物の適正処理は，ET における環境事故防止の

信頼度を決める重要な要素であり，メンテナンスは重要である. 
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Table 3.4 Required hard technologies for ET of environmental industry promotion 

 

Items Hard 

technologies 

Each recycling company 

 

Others 

Factory Separation Purpose Selection of foreign matter ， 

impurities， selection of 

resources monster 

Horizontal development of 

technology 

 

Joint use of special sorting 

equipment 
Method Manual， magnetic， specific 

gravity， wind power， vortex， 

color 

Fracturing Room temperature milling， frost shattering 

uniaxial， biaxial， hammer 

Washing Method， liquid， temperature 

Recycling Pelletizer， compression molding 

Detoxi- 

fication 

Reliable hazardous waste disposal 

（High temperature treatment， etc.） 

Maintenance Skill transfer of maintenance technologies 

Ensuring of license holders 

Multi-enterprise 

maintenance 

Joint development of human 

resources 

 

 

 

これらのハード技術のレベルアップと技能伝承を可能とするものが， ET 内の連携である.

刃物などの共通の課題には，情報交換によりレベルアップを図れるものもあるし，メンテ

ナンスにおいては，共通のメンテナンスマンの起用や，共同で技能伝承教育などを行うこ

とも可能である. 

このように個別企業における努力と合わせて， ET 内での連携がハード技術向上のキーで

あると考えられる. 



30 

 

3.4 環境産業育成型事業において必要なソフト技術とその重要度 

この事業におけるソフト技術は，「廃棄物収集」，廃棄物をリサイクルして資源として販売

する「資源化物販売」および「輸送」に大別される. これらソフト技術の業種別の業務内容

と課題と考えられるものを Table 3.5-1，Table3.5-2 に挙げた. 
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Table 3.5-1 Soft technologies and their tasks in three main businesses (Part1) 

 

Busi- 

ness 

Item Content 

PET 

bottle 

Waste 

collection 

・PET bottles from houses are recycled by bidding followed by containers and 

Packaging Recycling Law（Price optimization by amount， transportation length） 

・PET bottles from companies are recycled by contracts with supermarkets and 

vendors（Price optimization by amount， transportation length） 

Trans- 

portation 

・Collection by own company（partially consignment）（Loading method， 

transportation length， price optimization） 

Selling of 

resource 

・Selling to production companies (Maintaining price control by ensuring amount of 

resource） 

Task ・Determination of the bid price（Balance ensure between treatment ability and 

volume of orders） 

・Consideration in handling the amount of balance between PET bottles from houses 

and companies 

・Relaxation of regulations for mixture transportation and utilization of return cargo 

・Getting lower price electricity by joint enterprise 

Home 

appli- 

ance 

Collection ・Regional sharing by home appliance recycling law（Efficient collection） 

Trans- 

portation 

・Collection by own company（partially consignment）（Loading method， 

transportation length，price optimization） 

Selling of 

resource 

・Selling to production companies（Keeping the price control ability by ensuring 

amount of resource） 

Task ・Keeping the size of yard which corresponds to seasonal variation of the collection 

amount 

・Getting lower price electricity by joint enterprise 

・Ensuring maintenance technologies and technical transfer in/outside factories 

・Education of home appliance recycling law for reducing to export home appliance 

・Efficient transportation by mixture and relaxation of regulations 
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Table 3.5-2 Tasks of soft technologies in each industry (Part2) 

 

Item Soft tech. 

(Task) 

Content of soft technologies 

Auto-

mobile 

Waste 

collection 

・Collection from dealers，automobile maintenance companies（Optimization of 

transportation length and price） 

Trans- 

portation 

・ Selling to production companies（Keeping the price control ability by ensuring 

amount of resource） 

Selling of 

resource 

・Parts collection and selling（Judgment of stocking parts，and join networks for 

used parts） 

・Steel scrap and non-ferrous metal sales（Keeping the price control ability by 

ensuring amount of resource） 

Task ・Judgment of stocking parts， and closely cooperation with networks for used parts 

・Ensuring high quality steel scrap to customers (low copper content) 

・Getting lower priced electricity by joint enterprise 

・Efficient trans. by mixture transportation and utilization of return cargo 

・Reduction of amount and treatment cost of shredder dust (treatment facility 

selection by length and price) 

 

 

Table 3.5-1， Table 3.5-2 に示すように，ソフト技術の基本は， 廃棄物収集に係る費用， 輸

送距離，資源化物の販売価格の最適化である.廃棄物収集に関しては，ペットボトルおよび

家電はリサイクル法で支援されているが，自動車などの他業種では，個別の企業の営業努

力に依存している. ただ ET の立地企業であることは， 環境配慮企業であることをアピール

しやすく廃棄物収集において有利に働く場合もある. また輸送においては，現状法律の規制

が厳しいので積載方法等の規制の緩和が期待されている. 工場においては，メンテナンス技

術の向上，季節による集荷量の変動に対応した置場能力の確保などが要点と思われる. さら

に資源化物販売においては，動脈との連携の観点から，資源化物から製品を作る施設が ET

内にあることが理想である. そのほか，売れ筋パーツの判断と販売ネットワークの構築，高

品位鉄スクラップの販売先の開拓などが必要と考えられる. 
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現在のリサイクル関連 ET 事業における最大の課題は，MFA 分析の際にも重要な観点と

なる集荷量の確保に関するソフト技術である. 集荷量の向上には， 廃棄物の生成位置， 量， 

品質の正確な把握が重要となる. また輸送については，輸送距離に加えて，帰り空便の活用

や，ほかの部品との混載など，輸送効率の向上が必要である. また，静脈物流は動脈物流に

加えて，引取りタイミングが厳格でない場合も多いのでコストダウンの余地がある. 

個別企業の廃棄物マーケッティングに加えて，廃棄物の種類によっては，地元の廃棄物

を確実に ET で処理するため（地産地消）の規制強化への取組が期待される. また資源化物

販売についても，海外に販売されるのではなく，国内の動脈企業に確実に届けるネットワ

ークの構築が重要である. さらに国全体としても，資源セキュリティー（資源の確保，資源

自給率向上）などの観点から資源化物の国内確保も重要である. その実現には全国の廃棄物

のフローを明確化し，資源がより国内で循環する方法を検討する必要がある. 

以上の検討結果から，環境産業育成型 ET 事業に必要なソフト技術を Table 3.6 に示す. 
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Table 3.6 Required soft technologies for ET of environmental industry promotion 

 

Item Section Each factory Cooperation within ET 

Waste 

collection 

Range Collecting waste from what area Cooperating sales and collection 

Waste Collecting what kind of waste Cooperating sales and collection 

Quantity・

Quality 

Amount of quality of waste is 

steady or variable? 

Quality control of waste 

Building joint quality control 

system 

Price Setting suitable price by the 

conditions as compensation， 

inverse onerous contract， 

single・continuous 

Suitable price by joint sales， co- 

collection 

Transportation Loading 

method 

Single・mixed， utilization of 

flight 

Co-transportation 

Utilization of return cargos 

Mixed possible transportation 

Price Suitable price by amount and 

distance 

Suitable price by 

co-transportation 

Yard Size To change the size of yard Sharing yard 

Factory Technology Operation ability to enhance 

productivity 

Maintenance ability to enhance 

work rate 

Joint enhancement of the ability 

of operation and maintenance 

Selling of 

resource 

Network Ensure customers 

Quality control of resource 

Increasing the price control 

ability by joint selling 

 

 

動脈産業においては，工場のハード技術の重要度が非常に高い. しかしながら，リサイク

ル事業においては，Table 3.6 に示すように，ソフト技術の重要性が大きい. その理由は，廃

棄物収集が前工程，すなわち他社の工場の都合に依存しているケースが多いため，量的に

も質的にも廃棄物収集が安定せず，またバージン原料との競争に打ち勝ち，安定的な資源

化物販売先を確保することが難しいためである. 
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ソフト技術の中身をより具体的に示すと， ① 廃棄物収集においては，環境に配慮した， 

持続可能な社会を構築するためには，単純焼却・単純埋立ではなく，リサイクルを行う必

要があることを顧客に理解してもらう営業力， ② 輸送においては，より安価な輸送手段

（帰り空便の活用など）を使える企画力， ③ 工場では，生産性を向上させることができ

る操業力（刃物の長寿命化等），作業率を向上させるメンテナンス力など，④ 廃棄物収集

量の大きな変動に対応できる置場の確保，⑤ 資源化物販売においては，バージン資源と競

争できる品質や資源化物販売量の確保による価格支配力，などが必要である. さらに，それ

ぞれの項目に関して個別立地企業で努力するだけでなく， ⑥ ET 内連携を強化することが

重要である. 

Figure 3.1 に環境産業育成型 ET 事業となるために必要なソフト技術とハード技術の関係

を示す. 中心に工場に必要な技術として，ハード技術が存在し，その両側に， 廃棄物収集

と資源化物販売に関するソフト技術が存在する. 
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Imaging diagram 

  

Soft technologies Hard technologies Soft technologies 

 

Collect.→Trans.→ 

 

 

Collect.→Trans.→ 

 

Collect.→Trans.→ 

 

Collect.→Trans.→ 

PET bottles： 

Selection→Fracturing→Washing 

→Flake/pellet production 

Home appliance： 

Sorting→ Fracturing→ Washing→ Material selection 

Automobile： 

Parts collection→Shredding→Ferrous・Non-ferrous collect. 

→Shredder dust collect.  

Parts collection→Drained→Resin parts collect.  

→Dismantling 

→Non-ferrous collect.→Iron scrap collection 

 

（→Trans.） 

→Trans.→Sales 

 

→Trans.→Sales 

 

 

→Trans.→Sales 

 

→Trans.→Sales 

Cooperation Maintenance，skill transfer Cooperation 

 

Figure 3.1 Soft and hard technologies for environmental industry promotion 

 

 

3.5 目指すべき ET 事業実現のための実行策 

ここまでET事業に解決が期待されている課題および地域特性評価を用いた事業の選定方

法を示すとともに，環境産業育成型事業になるための条件と必要なハード・ソフト技術を

提案してきた. 

次に必要なことは，実際に ET 事業を構築・実現する作業である. そのための ET 事業実

現のための実行策を Figure 3.2 にまとめた. 
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Figure 3.2 Action plan for implementing goals 
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目標とする事業を実現するためには，まず方針の明確化，現状の把握，課題の整理が重

要である. 最初に実施する事業の対象を決めるために体制を作り，現状を把握するとともに，

事業を始める上での課題を明確にすることが必要である. 次に事業の基本計画，コンセプト

を立案する. 環境産業の実現には，地域に循環型社会を作るなどのコンセプトを作り，地域

のステークホールダーの賛同をえることが必要である. 個別の事業計画が策定できたら， 

ET 内企業や地域と連携して事業を構築することが重要である. 

以下，北九州 ET 事業を具体的な展開事例として示す. 鉄鋼業を中心とした重工業に陰り

が見え，また臨海地に広大な土地を抱え，その活用方法を模索していた. 各種の基礎検討の

結果，静脈産業が候補として挙がったが十分な収益を上げることは難しいと結論付けられ

た. しかしリサイクル施設を作りたいとの思いと，通商産業省，環境庁のリサイクル法の設

置に伴う処理施設の設置の必要性と思いが合致し，ET 事業が始められた. 従来から公害を

克服した町として環境への意識は高かったが，廃棄物産業は住民の人気もなく，難しい決

断であったが，地域の活性化のために，環境を新しい産業として育成することとした. 

北九州 ET 事業では，産学官ゼロエミッションを中心とする ET プランを作成し，工業団

地にリサイクル事業が集積した事業を目指した. その中で特に事業のスタート，インプリメ

ンテーション（Implimentation 実現, 実装）に全力を傾注し，できるものから小さく生んで

いく方式を取った.これには北九州方式リサイクル事業検討会の事業化調査が大きく貢献し

た. そして具体的な事業モデルを作り，補助金を獲得して，多くのリサイクル事業をスター

トさせた. この実現には，モノづくりの地としての人材，経験，再生資源の販売先の多さが

大きく寄与している 59)
. その中で ET 事業に必要なハード技術，ソフト技術も培われていっ

た.また必要な教育，事業内連携，周辺との連携などを構築していった. 

現在まで北九州市は環境首都を目指した環境の町としての街づくりを積極的に進め，環

境モデル都市 60)，環境未来都市 61)
 ，OECD グリーンシティプログラムのグリーンシティの

１つに選ばれ 62)，ハイレベルの静脈産業が存在することから動脈企業の誘致にも有利なポ
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ジションを得ている. 環境モデル都市計画の中で設立されたアジア低炭素化センターは活

発に活動している 63)
. 一方ゼロエミッション実現に関しても様々な研究が行われている 64，

65)
. それらの知見を活かし，地域に根差した循環型社会が国内外の地域に構築されることが

期待されている. 

北九州市の事例のように， ET 事業の構築には， 地域の特性と強みを十分に把握し， 個

別産業， ET 連携について計画を立てた後は，これを大きく育てるやり方が最も有効だと思

われる.またそこには循環型社会を地域に構築するという大きなヴィジョンも必要である. 

北九州 ET の事例については，第 5 章においてさらに詳しく取り上げる. 

 

 

3.6 今後の ET の課題 

今後の ETの課題としては， 以下が挙げられる. 

(1) ET 個別企業の高度化 

単にリサイクルするというレベルから，より高いレベルのリサイクル技術を追求するこ

とにより，単純焼却や埋立処分などに対するリサイクルの競争力が高まり，収益性を上げ

ることができる. また技術の向上には産学連携による技術開発力の向上や，操業技術，メン

テナンス技術に関する ET 内連携も重要である. 

 

(2) 廃棄物収集に関する仕組みづくり 

地域循環圏の確立に向かって，その地域で出る廃棄物は，海外などへの流出を抑え，す

べてその地域の ET でリサイクルする仕組み（地産地消）の構築が必要である.地域の多くの

廃棄物を一括して ET に運ぶことにより，廃棄物の輸送効率も向上し，資源化物の販売の効

率が上がる. このような仕組みを作るためにも，ET 内のさらなる相互連携が必要で，理想

的には ET がまるでひとつの企業のように，営業し，リサイクルし，販売することが望まし

い. 
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(3) 地域循環圏と周辺地域および広域への拡大 

廃棄物収集を拡大するためには，廃棄物収集地域を広げる必要がある. 廃棄物それぞれに

適正は回収距離があるので，廃棄物毎の収集戦略の立案が必要であるが，複数の廃棄物収

集の営業を共同で行うことにより，回収地域を広げることが可能となる. 

 

3.7 結言 

前章においてエコタウン（以下 ET）事業に解決が期待されている課題を通して，地域特

性評価を用いた目標とする ET 事業の選定のため，これを環境産業育成型，廃棄物適正処理

型， 環境意識醸成型の 3 つに分類した. 本章ではその中で中心的な環境産業育成型につい

て， 目標とする事業になるための要件，必要なハード技術・ソフト技術について検討した. 

その上で，目標とする ET 事業を実現するための実行策について総括した. 

目標とする事業を実現するためには，まず方針の明確化，現状の把握，課題の整理が重

要である. 最初に実施する事業の対象を決めるために体制を作り，現状を把握するとともに， 

事業を始める上での課題を明確にすることが必要である. 次に事業の基本計画，コンセプト

を立案する. 環境産業の実現には，地域に循環型社会を作るなどのコンセプトを作り，地域

のステークホールダーの賛同をえることが必要である. 個別の事業計画が策定できたら，ET

内企業や地域と連携して事業を構築することが重要である. 

さらに ET の今後の課題について以下のように整理した. 

 

1) ET 個別企業の高度化 

単にリサイクルするというレベルから，より高いレベルのリサイクル技術を追求するこ

とにより，単純焼却や埋立処分などに対するリサイクルの競争力が高まり，収益性を上げ

ることができる. 
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2) 廃棄物収集に関する仕組みづくり 

地域循環圏の確立に向かって，その地域で出る廃棄物は，海外などへの流出を抑え，す

べてその地域の ET でリサイクルする仕組み（地産地消）の構築が必要である. 地域の多く

の廃棄物を一括して ET に運ぶことにより，廃棄物の輸送効率も向上し，資源化物の販売の

効率が上がる. 

 

3) 地域循環圏と周辺地域および広域への拡大 

廃棄物収集を拡大するためには，廃棄物収集地域を広げる必要がある. 廃棄物それぞれに

適正は回収距離があるので，廃棄物毎の収集戦略の立案が必要であるが，複数の廃棄物収

集の営業を共同で行うことにより，回収地域を広げることが可能となる. 
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第4章 動脈産業との比較による静脈産業の特徴 

 

4.1 緒言 

ET のタイプの選択や環境産業実現への技術的要素を検討に加えて，実際に環境産業，静

脈産業を実現するためには，動脈産業に対して静脈産業の特徴をよく理解することが重要

である. 国内外の人々は長く動脈産業，すなわち製造業に従事してきた. 特に新興国，開発

途上国の人々は，工業団地を整備し，動脈産業の誘致に努めてきた. しかしリサイクル産業

を中心とした環境産業（静脈産業とも呼び, ものづくり産業を動脈産業と呼んで対比される）

に関しては経験が少なく，動脈産業と比較して静脈産業がどのような特徴があるかについ

ての知識は少ない. 静脈産業の特徴である廃棄物の収集の重要性の理解不足により海外で

静脈産業を展開し事業がうまくいかない場合もある. そこで動脈産業と静脈産業を比較す

ることにより，静脈産業の特徴を明らかにし，静脈産業で成功するための条件を明確にす

る. 

動脈産業においても静脈産業においても，事業全体の中で，原料・部品の調達というい

わゆる「入口」，生産活動を行う「工場」，製品や資源化物の納入・販売のいわゆる「出

口」で構成されている. 「入口」「出口」で必要なのは主としてマーケッティング技術とい

うソフトウエア技術である. そして「工場」は主として設備，装置などのハードウエア技術

と操業，改善，研究開発などのソフトウエア技術から成り立っている. 

動脈産業と静脈産業における「入口」「工場」「出口」に関する違いを，大企業，中小

企業の違い，リサイクル産業の種類や，ハードウエア技術，ソフトウエア技術という観点

から整理することにより，動脈産業と静脈産業の違いを，模式図を使って明らかにする.   
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4.2 各要素の重要度 

「入口」「工場」「出口」などのそれぞれの要素の重要度は，動脈産業と静脈産業では

大きく異なる. Figure 4.1-1～Figure 4.1-3には， 動脈産業と静脈産業の各要素の重要度を面積

の大小でイメージした図である. 

Figure 4.1-1は動脈産業の大企業の場合である. 動脈産業の大企業の場合は，産業の大部分

が工場の運営にかかっている. 

 

 

 

Manufacturing (Large business: Steel) 

 

Figure 4.1-1 Differences between manufacturing and recycling business 

 

  

Figure 4.1-2は動脈産業の中小企業の場合である. 動脈産業の大企業の場合と比較すると， 

それぞれの要素の形は同じであるが，それぞれの大きさが小さくなっている. 「入口」につ
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いては，費用をかければ原料，部品は入手できるし，「出口」はセット（完成品）メーカ

ーに部品として供給などができるので困難度は小さい. したがって，動脈産業における「入

口」「工場」「出口」に関しては，基本的に大企業も中小企業も産業のやり方は基本的に

似ており，その重要度の中心は「工場」である. 

 

 

  

Manufacturing (SMEs: Automobile parts) 

  

Figure 4.1-2 Differences between manufacturing and recycling business 

 

 

 

Figure 4.1-3は，家電リサイクル産業など中小企業の静脈産業の場合である. 静脈産業の場

合は，大企業が運営しているケースは少ない. また静脈産業の場合は，「工場」と比較して

「入口」「出口」の重要度が大きい. その理由は，「入口」について，原料である廃棄物は， 

他の工場など前の工程の事情により大きく左右され，たとえお金を払っても十分な量と質

の廃棄物が手に入るとは限らないからである. 同様に「出口」についても，リサイクル産業

の資源化物は，資源化物を購入してくれる事業者を見つけることが困難で，しかもバージ

ン原料との激しい品質・価格競争にさらされる. 一方，「工場」の運営は，動脈産業と比較

して，破砕・分別など比較的シンプルである場合が多い. したがって，静脈産業の場合， 地
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域社会の構造をよく知った地域の人々と連携し，特に入口， 出口を地域社会システムにど

のようにマッチさせていくかが事業の成否に握っている. 

 

 

Manufacturing (SMEs: Home appliance recycling) 

  

Figure 4.1-3 Differences between manufacturing and recycling business 

 

 

4.3 廃棄物の収集と資源化物の販売の難しさ 

 家電リサイクルの場合を Figure 4.2-1 に示す. 家電リサイクルは，家電リサイクル法の枠

組みで産業が展開されるが，リサイクル事業所の数が限られているので，「入口」に関して

事業所間の競争は比較的激しくないという傾向を持つ. 技術移転の際は，家電リサイクル法

のような法律的な枠組みが事前に用意できれば良いが，用意できていない場合は，モデル

地区を設定して，十分廃棄物が収集できることを確認する必要がある. 
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Home appliance recycling (Home appliance low) 

 

Figure 4.2-1 Differences between manufacturing and recycling business 

 

 

自動車リサイクルの場合を Figure 4.2-2 に示す. 自動車リサイクルの場合は，自動車リサ

イクル法の枠組みで産業が展開されるが，「入口」「出口」に関して法律的な支援は少ない.

技術移転の際もリサイクル法の枠組みは当面期待できないので，従来からの廃自動車回収

業との協業を含めて，十分に廃自動車を集める仕組みの構築が必要である. 
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Automobile recycling business (Automobile recycling low) 

 

Figure 4.2-2 Differences between manufacturing and recycling business 

 

 

4.4  ETの廃棄物収集と資源化物販売エリア 

ETにはさまざまなエリアから廃棄物が収集され，ETで資源化され，ET内およびET外に販

売される.  Figure 4.3は，ETの廃棄物収集と資源化物の販売に関するイメージ図である. 資

源化物の回収エリアは，廃棄物の種類によって異なる. エリアの広さは，十分な量の廃棄物

を収集することと運搬費用の最適解によって決まる. さらに，それぞれのリサイクル法や， 

地域の既存のリサイクル業者との競争に対する考え方等によっても影響を受ける.  

北九州ETの場合は，比較的廃蛍光管の収集エリアが広く，その次が廃自動車，次が廃医

療器具，廃家電の収集エリアが一番狭いと思われる. しかし廃棄物の収集エリアは，それぞ

れのETの場所，廃棄物の発生場所，量によって異なる.  

世界中に存在する環境配慮工業団地（Eco Industrial Park，EIP）66)は，主として動脈産業

と静脈産業が両方存在し，工業団地内で動脈産業から静脈産業に廃棄物が輸送され，団地

として廃棄物を発生しなしゼロエミッション工業団地を目指すものである. 一方， 日本の

ETは，環境産業を新しい産業の1つとして育成しようという観点から，できるだけ広域から
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多くの廃棄物を集めることによって，多種多様なリサイクル工場や産業を成り立たせよう

というものである. このような環境配慮団地は， 世界中でも珍しくResource recovery model， 

RRM
66)と呼ばれている. したがって，工業団地内に動脈産業があまり存在しないので， 

Figure 4.3に示しているように，近隣の動脈工場が主体の工業団地との連携も重要である.  

資源化物の販売についてもいろいろな条件がある. 一番理想的なのは，近隣に動脈産業が

主体の工業団地が存在すれば，そこから廃棄物を収集し，資源化した後その工業団地に販

売するやり方である. 近隣で発生した廃棄物を資源化したものを使うことは，廃棄物の品質

の面からも納得しやすい価格という面からも理想的な連携と言える. しかし多くの資源化

物は， 全国各地に存在する大型動脈産業に出荷される場合が多い. 資源化物は量の確保も

重要なので，今後ET同士の連携などが期待される.  
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Figure 4.3 Eco-town's waste collection and resource selling area 

 

 

4.5 製造工業団地， EIP と RRP の違い 

 一般のものづくり工業団地である製造工業団地と， 環境配慮工業団地（Eco Industrial Park， 

EIP)，および EIP の一つの種類である Resource Recovery Park（RPP）の違いを明らかにする. 

Figure 4.4 に製造工業団地，EIP，RRP の違いを示している.  

 1) は製造工業団地で，M (manufacturing) は動脈産業を示している. 左と右の四角の大き

さは，左は入口（原料調達），右は出口（生産物出荷）の難しさを示している. さらに製

造工業団地の中で工場が連携するためには，工場長などリーダーの連携が重要である. 2) 

は EIP で， M は動脈産業， R (recycling) は静脈産業で， EIP の中に動脈産業と静脈産業

の両方が存在する. EIP 内での連携は，成功例の横展開などさまざまな可能である. 3) は日

本の ET に多い RRP を示している. 静脈産業 R の両端の四角が大きいのは， 動脈産業 M に
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比べて入口，出口問題が困難であることを示している. 静脈工場で発生した廃棄物を， RRP

内のほかの静脈産業でリサイクルできるため，ゼロエミッションを目指した連携が可能と

なる. しかし，廃棄物収集の課題が大きいため，廃棄物収集に関する RRP 内の静脈産業の

連携も期待される.  

 

 
 

Figure 4.4 Difference among manufacturing park， Eco-industrial park and 

Resource recovery park 

 

 

 

 

Table 4.1 に動脈産業と静脈産業の違いを比較して示す. ポイントは，動脈産業では工場

の技術，製造，設備などのハードウエア技術が重要であるのに対し，原料・資源の確保や

製造物の販売が比較的安易であることが特徴である. それに対し静脈産業では，工場におけ



51 

 

る技術，製造，設備の重要性より，廃棄物の収集，資源化物の販売などのソフトウエア技

術の難しさが最大の特徴である.  

 

 

Table 4.1 Comparison between manufacturing and recycling business 
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4.6 技術移転のポイント 

 動脈技術移転と静脈技術移転の移転技術の内容を佐藤 67)の技術移転図をベースに，動脈

産業の場合と静脈産業の場合について Figure 4.5 に示す. 動脈技術移転では，移転される技

術として，工場の設備・装置などのハードウエア技術と操業技術などのソフトウエア技術

が中心となる. 一方，静脈技術移転では，廃棄物収集，資源化販売などのマーケッティング

に関するソフトウエア技術が中心となり，工場の設備・装置などのハードウエア技術と操

業技術などのソフトウエア技術の占める重要度は小さい.  

 廃棄物収集，資源化物販売に関するマーケッティング技術は，技術移転を受けるだけで

は産業を始めることはできず，技術移転されたマーケッティング技術を使って，受け手側

が主体的に廃棄物の収集や資源化物の販売に関してマーケッティングを行い，実際に廃棄

物を集め，資源化物を売るルートを開拓しなければならない. これは従来の動脈技術移転の

ように，出し手がリーダーシップを取って産業の準備を始めてくれた場合を大きく異なる

点で，静脈技術移転では，受け手側の主体性が大きく問われる点が大きな特徴であり，難

しさであると言える.  

 

 

 

 

 

 

 



53 

 

 

(1) Manufacturing 

 

 

(2) Recycling 

 

Figure 4.5 Points of technology transfer 

 

4.7 結言 

動脈産業と静脈産業を比較することにより，静脈産業の特徴を明らかにし，静脈産業で

成功するための条件を明確にするよう試みた. 動脈産業と静脈産業の違いは理解している

ようでも，実際に産業を準備したり実施したりするときに，その違いに悩まされる例は非

常に多い. 特に海外に技術移転する場合などは，受け手が工場，技術，設備に大きな関心を

示す一方，入口，出口の準備が不足することにより，最終的に産業がうまく進まないケー

スは多い.  

 本章では，  

1) 動脈産業，静脈産業，大企業，中小企業別，廃棄物別の入口，工場，出口などの重要性

を理解しやすいように模式化し，動脈産業と比較した静脈産業の特徴を明確にした 

2) ET 全体に関する収集範囲や資源化販売の重要性について模式化して示した  
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3) 製造工場団地，環境配慮工業団地，EEP の違いについても明確にし，動脈産業に比較し

た静脈産業の特徴について整理した 

4) 海外への技術移転の際の，動脈産業と比較した，静脈産業の特徴のうち留意するべき点

として，静脈技術移転では，受け手側の主体性が大きく問われる点が大きな特徴であり， 

難しさであることを示した 
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第 5 章 北九州地域における循環型社会の構築 

 

5.1 緒言 

第 2，3，4 章で検討してきた ET のタイプの選択や環境産業実現への技術的要素を検討に

加えて，ET の形成や環境産業の実現，並びに動脈産業と比較した静脈産業の特徴を具体的

に理解するために，ひとつの事例として北九州地域の循環型社会の構築について歴史的経

緯を踏まえて研究した. 

北九州地域は，近隣に筑豊炭田が存在したことから石炭の積み出しなどエネルギーの地

域としてスタートし，その筑豊炭田の存在が，1901 年の官営製鐵所の誘致のひとつの要因

になった. その後，鉄鋼業は発展し，発電所など関連した多くの工場も作られたが，一方で

これらの工場群は深刻な公害をもたらした. 公害の解決には，産学官市民が協力して努力し

たが，中でも「おかみさんの会」68)を中心とした市民の活動が特筆される. その後 ① 鉄鋼

業をはじめとした資源を活用する様々なモノづくり力と，② 国内第三位の工業用地である

響灘地区の存在に加え，③ 公害の克服を通して作られた産学官のネットワークを活用して， 

④ 鉄冷え等に危機感をもったリーダーのリーダーシップと，学識経験者のサポートなど， 

により，新しい産業として環境産業を育成しようという動きが出た.  

この環境産業，特にリサイクル産業の育成は，響灘地区の有効活用に関する関係者の議

論 69)から発生し，採算性を確保するための国への積極的な施策提案が，国のリサイクル法

設置のための処理施設設置の必要性と方向性が一致した 70)
. そして平成 9 年（1997 年）ET

事業という通商産業省（現在の経済産業省）と環境庁（現在の環境省の管轄）の補助事業

として実を結び，北九州市は最初の 4 つの地域承認地域の１つに選ばれた 4)
.  

このように北九州地域の環境に関する取り組みは，すべて歴史的に連結しており，北九

州の「環境」という，他地域と異なった地域のブランドとなっている. この個性は，海外に
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おける環境分野の協力においても，「環境」に強い北九州，というブランドとなり，協力の

推進にとって大きな力となっている 71)
. 一方で，北九州の「環境」は特異解の連続で，他地

域の参考になりにくいという意見もある. 本章では，北九州地域の循環型社会の構築の歴史

を通して，他地域の循環型社会の構築に活用できる知識・経験を抽出するという新しい視

点で検討する. 特に海外においては， 北九州地域の経験・知識を一方的に伝えるだけでは， 

持続可能な事業を構築することは難しい. 相手の状況を十二分に把握し，北九州地域の経

験・知識のうち，相手方に役に立つものを厳選して活用することが重要である.  

 

5.2 石炭産業から公害克服までの歴史 

(1) 石炭産業と八幡製鐵所 

北九州地域の工業は，明治 34 年（1901 年）官営八幡製鐵所の操業に始まると言われる. し

かし，官営八幡製鐵所は，激しい誘致合戦の末，関係者の熱意によって八幡村に設置が決

まった. その誘致の決め手のひとつとなったのが，筑豊炭田の存在である. 当時筑豊炭田の

積み出し港として若松（現在の北九州市若松区）が発展していた. したがって北九州地域の

工業のルーツは，よく言われるように鉄というより，ある意味では筑豊炭田であり，当初

エネルギーの町としてスタートしたとも言える.  

石炭は，1678 年（延宝 6 年）には遠賀郡香月（八幡西区）住民が採掘し薪として利用し

ており，筑前福岡藩では，1684 年（貞享元年）ごろに城下町や農村でも家庭用の燃料とし

て使われていた. 採炭量が増大するのは，塩田の製塩のための燃料として石炭の使用が増加

してからである. また，1758 年（宝暦 8 年）に堀川（遠賀川と洞海湾を結ぶ運河）が開通

したことで， 石炭の輸送は一層便利になっていた.  1837 年（天保 8 年）には採掘から輸

送・販売まで，石炭産業のすべてを福岡藩が支配するようになった 72)
.  明治政府によって

徳川幕府が倒されると，産業革命期に入り，1872 年（明治 5 年）に鉱山開放令が公布され， 

明治政府や民間人により炭鉱開発が急速に進められた.  

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%98%8E%E6%B2%BB%E6%94%BF%E5%BA%9C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B1%9F%E6%88%B8%E5%B9%95%E5%BA%9C
http://ja.wikipedia.org/wiki/1872%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%98%8E%E6%B2%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%82%AD%E9%89%B1
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日本の近代鉄鋼業は，1901 年（明治 34 年）官営八幡製鐵所の創業によって，その基盤確

立のための第一歩を記す. これはまたわが国産業構造が軽工業から重化学工業へ移行する

転換点でもあった.  

1894 年（明治 27 年）5 月，第六回帝国議会に貴族院からふたたび「製鉄所設置建議案」

が提出され議会を通過すると，工場建設地の決定が議論の対象となった 73）.  

製鐵事業調査会は製鉄所の位置決定のための条件として，① 軍事上，防御が完全な区域

内であること，② 海運・陸運の便利なこと，③ 原料供給に便利なこと，④ 工業用水の豊

富なこと，⑤ 職工の募集と工業用資材の供給に便利なこと，⑥ 製品の販売に便利なこと， 

が挙げられた.  

そしてこの条件にもとづいて立地としての序列を， 第一，門司・下関海峡，第二，広島・

呉海峡，第三，三原・尾道海峡，第四，神戸・大阪地方としていた.  

さらにこれらの地方の中から，福岡県遠賀郡八幡村， 同企救郡柳ヶ浦（現在の門司区大

里周辺）と広島県安芸郡阪村の三ヶ所に候補地をしぼり，最後に，八幡と広島が争った結

果，水利・陸上輸送・材料・運賃・労力・気象・衛生・水量・土質・工費・防御・土地の

便否・物価の十三項目について詳細な検討の結果，八幡村を製鉄所立地に決定した.  

一方， 八幡立地が決まるまでの各地元における誘致運動も熾烈をきわめた. 八幡村では

村長を中心とする地元の人々の，火のような情熱と苦闘の歴史があった 74）.  

 北九州市の繁栄のシンボルとして，「7 色の虹」と呼ばれた煙は，ダストと二酸化硫素を

含んでいた. 北九州地区では多くの大規模製鉄工業，化学薬品，窯業および電力企業が操業

しているが，既にそれらの工場は第二次世界大戦前から大気汚染および水質汚濁の主たる

発生源であった. とくに戦後の再建期間を通じて，また，1955-65 年（昭和 30-40 年）の高

度経済成長期には，Figure 5.1に示すように大気汚染と水質汚濁が著しく進行した. 窯業， 化

学薬品，鉄鋼業が操業する地区の住民は，大量の降灰，排煙および悪臭に苦しんだ 75)
.  
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また洞海湾は「死の海」と呼ばれ，Figure 5.1 に見られるようにスクリューが溶ける事例

も出て，入港する船にとっては，船底の貝殻が取れやすく便利という状況も見られた. 

 

 

 

Figure 5.1 Public pollutions in Kitakyushu
76) 

 

最も早く公害克服に対して立ち上がったのは，製鉄所に最も近い戸畑区に住む，主人が

製鉄所で働いているおかみさんたちであった. 生活の糧を製鉄所から得ている家庭にとっ

て，公害について意見を述べることは大変勇気のいることであった. しかしおかみさんは， 

家族の健康を守るのが使命であり，そのために何とかしないといけないと考えていた 68,75)
.  

中原婦人会，三六婦人会，そして戸畑区婦人会協議会受け継がれてきた活動は，全体と

して「青空がほしい」運動と呼ばれる. その特徴を挙げてみると 77,78)，① 公民館における

婦人の学習活動としてスタート，② 科学的なテータの基づく客観性，③ マスコミとの連

携， ④ 主婦の学習が家族へ広がる， ⑤ リソースの有効活用，などである.  

 「青空がほしい」運動は学習から出発して，最終的には公害を社会問題化したところに

Dust on the roof 
Smoke from chimneys 

 

Contaminated water to Dokai bay 

 

Melted screw in 

the bay 
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真価があった. おかみさんたちは， 工場等に直接意見を述べるのではなく，まず公害の実

態をきちんと理解するため， 大学の先生の指導を受けた. このような取組みの方向性が， 

今後開発途上国においても公害克服のため参考になると思われる.  

婦人会のリーダーは，『誰とも争わず知ってもらうだけ』『家庭にとどまらず地域へ』『三

歳児から自然を大切にする心を持たせる』とインタビューで述べている 79)
.  

北九州市における公害克服の要因としては，① 市民ムーブメントの高まり，② 企業の

社会的責任の認識（自治体の関与），③ 産学官民の一体の取り組み（環境技術の開発・導

入）が挙げられている 80)
.  

その当時国内では依然として「死の洞海湾」のイメージがつきまとっていたからである. 

『（前略）それを払拭したのが首長が推進した積極的な環境施策の展開であった. そして， 

いまでは北九州市は環境面では最も進んだ都市との評価が定着している』81)と述べている.  

 北九州市が公害を克服した後も，その評価が定着するまで，すなわち｢真に公害を克服す

る｣までには長い年月と積極的な施策が必要であった. 「環境」という地域ブランドが定着

するまでには長い時間がかかったのである.  

 

5.3 ET 事業の設立の背景 

(1) 響灘地区の有効活用検討 

 北九州市は戦後，海岸線の埋立を積極的に行ってきた. 特に洞海湾，戸畑区北部は広大な

埋立地で，それぞれが工業地帯となって，北九州のモノづくりを支えてきた. 

 若松区の北海岸も埋立が行われてきた. 主な埋立物は，関門海峡や港湾の浚渫土砂，製鉄

所から排出されるスラグ（鋼さい），その他廃棄物などであり，新しくできた土地の所有者

も，北九州市や企業など様々であった.  

 やがてこの若松区の北海岸の埋立地は響灘地区と呼ばれ，広さは 2,000ha となり，安価な

適正処理が可能な管理型処分場があり，豊富な工業用水に恵まれ，近隣には「モノづくり
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のまち」を支えてきた人材，産業が集積し，港湾を利用した安価な輸送が可能であること

などが特徴であった 82)
.  

しかしこの響灘地区は，日本でも北海道の苫小牧東，茨城県の霞ヶ浦につづく第三の広

大な埋立地となっていた. 当初は市街地の工場の移転や新たな企業誘致のために長期間に

造成してきた場所であったが，社会情勢の変化などにより，北九州市の基幹産業である重

厚長大産業の構造転換が迫られ，この広大な埋立地の活用計画の見直しが迫られた.  

 1989 年（平成元年）リーダーは「ルネッサンス構想」によるまちづくりを発表した. そ

して北九州市を中心に，この響灘地区の活用に関して勉強会が設置された 82)
. 

 通常であればこの広大な未活用地に，大きなモノづくり企業を誘致したいところであっ

たが， 大手企業の誘致は難しい情勢であった. そんなとき「静脈産業はどうか」との発言

があった. 勉強会のメンバーは，この耳慣れない言葉の意味を確かめることから始め， 徐々

に，静脈産業，すなわちリサイクル産業に関する知見を深めていった. そして，「北九州市

には公害克服の過程で培った技術や人材, 産官学民ネットワークがある. こうした財産を

活かして新たな産業を興すことはできないか」といいう提案があり，ここに初めて「静脈

産業」に注目することになった 82)
.  

 北九州市には 100 年以上の「モノづくりのまち」としての歴史がある. モノをつくるのが

動脈であれば，使用済み製品を回収して，それを資源として再生する静脈側の産業も同じ

ように重要であり，動脈産業で育った北九州市であれば，静脈産業も興せるのではないか， 

という願望に近い思いだった 82)
.  

 この勉強会は 1992 年（平成 4 年）3 月『響灘開発基本構想』を発表し，1994 年（平成 6

年）4 月から産学官の協議会で，広大な響灘の埋立地をどのように開発したらよいかという

『響灘開発基本計画』の検討が始まった. そして 11 月には『響灘開発基本計画』の中間答

申として，「15 メーターの大水深の国際中枢港湾の建設」「そのバックグラウンドとしての

エコ・エネルギー産業拠点の形成」などの構想が示された 83)
. その検討には，新たな産業を 
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作りたい北九州市，新たなビジネスチャンスと捉える産業界，さらに土地を有効に活用し

たい地主企業などが積極的に活動した.  

 

(2) ET 構想 

 勉強会などの検討から，リサイクル産業は現状では採算性が悪いことが明らかになり， 

何らかの支援策が必要なことがわかってきた. そこで，北九州市と民間企業は，国への支援

を要請するための働きかけを始めた. そして国でも，「循環型社会」の構築に向けた動きが

活発になっており，リサイクル法制定の準備を進めており，実際にリサイクルを行う施設

の整備の必要性が認識されていた.  

 ET 事業の全国的な背景については， 「ET 事業の設置は， 未活用地に新しい産業として， 

静脈産業を誘致・育成したいとの地方の要望と，地域産業の育成に加え，各種のリサイク

ル法の設置に伴う施設の整備を行いたいとの国の要望が一致したことがきっかけと言える. 

特に重厚長大を中心に栄えてきた臨海工業地域においては，産業構造の変換が必要となり， 

新たな産業の育成が必要となってきた. その中でも公害克服の歴史を持つ地域などでは， 

その地域の歴史的な個性，公害克服の過程で培われた産学官ネットワークなどを活用し， 

環境産業，特に静脈産業，リサイクル産業を育成していきたいとの考えが生まれてきた」30)

と述べている. 

 1997 年（平成 9 年）通産省と環境庁は「ゼロエミッション」を基本構想とした「ET 構想」

を打ち出した. 「ゼロエミッション」2)は，1994 年，当時国連大学（東京）学長顧問であっ

たオランダ人実業家，グンター・パウリが提唱したもので，ET 構想では，「あらゆる産業か

ら出るすべての廃棄物を新たに他の分野の原料として活用し，あらゆる廃棄物をゼロにす

ることを目指すことで新しい資源循環型の産業社会の形成をめざす構想」としている. これ

は工業団地を，自然界をお手本として進化させることを目標としている「インダストリア

ル・エコロジー」2)の概念に近い.  
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 ET 事業には 2 つの目標が掲げられている.  

1) 個々の地域におけるこれまでの産業蓄積を活かした環境産業の振興を通じた地域振興 

2) 地域における資源循環型社会の構築を目指した産業，公共部門，消費者を包含した総合

的な環境調和型システムの構築 

ET 事業は， 循環型まちづくりの先進的なトライアルであり， 地域の地方自治体と住民， 

企業，NPO などが，一体となって活動するための「ET プラン（環境と調和したまちつくり

計画）」を自ら作成し， 経済産業省，環境省の承認を得ることにより，国より各種の補助

を受けることができる制度となった 84）.  

 

5.4 ET 事業 

(1) ET 事業のスタート 

1997 年（平成 9 年）7 月に ET 事業がスタートし，ET としての地域承認を受けるための

「ET プラン」の募集が始まった.  

ET 事業は，Figure 5.2 に示すように ET 地域承認を受けた地域から提出されるリサイクル

事業計画を審査し，認められた場合，施設の初期投資の最大 1/2 を国が支援する制度であっ

た. その ET 地域承認を受けるために必要なのが， 1) 独創性や先駆性が認められ他地域の

モデルとなること， 2) 計画の熟度が高く確実な実行が見込まれること， 3) 廃棄物の発生

抑制・減量・資源の有効利用に資すると認められること，などであった 84)
. 特に ET プラン

として重要なことは，それぞれの地域の特性，強み，資産などを十分考慮した，他地域と

異なった「ET プラン」であることだった.  

 



63 

 

 

 

Figure 5.2 Schematic diagram of Eco-town projects
85) 

 

 

ET プラン立案の重要なポイントは，地元の行政を中心に， 産学官民でよく話し合って， 

その地域の地域・産業特性，歴史などの個性を良く理解し，その地域にしかできないオン

リーワンの「ET プラン」を策定する必要があることである. しかもその「ET プラン」には

最低ひとつの最新・最先端のリサイクル技術を使った事業計画が含まれていることが必要

であった.  

ET 事業は 1997 年（平成 9 年）7 月に長野県飯田市，川崎市，北九州市，岐阜県の 4 地域

の地域承認でスタートした ET は，2006 年（平成 18 年）1 月愛媛県が地域承認され，Figure 

5.3 に示すように 26 箇所となった 85)
. しかし 2004 年（平成 16 年）に補助金を交付するため

の第三者委員会が設置されるなど見直しが行われ 86)，2005 年（平成 17 年）度で ET・ハー
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ド補助金が廃止され，資金的な支援のスキームは終了した. しかし「ET 承認地域」は依然

地域のブランドとして大きく機能している.  

 

 

Figure 5.3 Eco-town projects in Japan
85) 

（○：Selected cities in this paper) 

 

しかも， ET 事業の大きな功績のひとつは， ET に地域承認された 26 地域のみならず， 非

常に多くの地方自治体を中心としたそれぞれの地域が，ET の地域承認を目指して，地域の

特性，強みについて真剣に考え，議論したことであると考える. これらの議論によって，そ
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れぞれの地域の環境に関する知識，取り組みは格段に進歩したと思われる. 新興国・途上国

においても，この教育効果ひとつをとっても，ET のようなボトムアップのスキームを検討

する価値があると考えられる.  

 新しいこと，特に廃棄物などに関しては，様子見をしようというマインドも働きがちで

ある. しかしこの ET 事業では，最初にチャレンジして認められた地域，事業にしか補助金

をもらうチャンスがない，様子見をしていると補助金がもらえない，早い者勝ちの政策で

ある. したがって，しっかり検討して，しかもある程度のリスクを取れる人たちにしか可能

性がない，との制度設計になっていた.  

 さらに，ET プランが承認されても，それを実現することは難しい. 実際に事業計画を実

現するためには，タイミング，資金，人材，入口問題，出口問題，リサイクル技術など，

全てがうまく組合すことができないと，いくら計画が良くできていても，実現はしないの

である.  

 近年，台湾，韓国，中国など，ET に類似した計画が各国で立案され，先進国のコンサル

タントなども熱心に協力しているが，すばらしい計画であっても，Implementation（実現，

実装）しない場合も多く，「小さく生んで大きく育てるなど」，計画実現に向けたノウハウ

を確立することも大変重要な要素となっている.  

 また，いくつかのリサイクル施設が集積した後，その「集積」を「連携」につなげて，

大きなメリットを生んでいくことが望まれるが，「集積」を「連携」につなげることも大変

むずかしい.  

ET 事業の特徴は３つあると思われる.  

 

1) ボトムアップの施策 

 地方分権時代の政策立案方式として， 地方でアイディアを募り， 国に提案していく， ボ 
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トムアップ方式が多く取り入れられるようになってきた. その一つが， ET プランを国に提

出していく「ET 事業」であり，その後， 多数のボトムアップ方式の政策が実施された.  

 

2) 法律ほとんどなしの施策 

ET 事業では，事業の即効性，フレキシビリティを重要視し，ほとんど法律を作らず政策

として実行する形が取られた. また予算の確保としても補正予算などをうまく活用された. 

しかし，予算は主として単年度であり，事業計画の立案，工場の設置など，時間の制約が

厳しかった.  

 

3) 第三者機関でなく官僚が意思決定  

「ET プラン」の承認についても，選定の公平性を担保するため第三者機関などを設置し

て決めるのが方法もあるが，「ET プラン」の承認については，当初，経済産業省のキーマン

である担当者が検討し，省内や環境省と議論して決定するなど，即効性を重視する方法が

採用された. その後 ET 事業が成熟する連れて，ET 地域承認を含む各種の選定は公平性を担

保するために第三者機関などに委ねられる形と変わっていった 86)
. 

 

5.5 北九州 ET 事業 

(1) 北九州 ET プラン 

北九州 ET では地域の特性として，  

○ モノづくりの街 ・・・人材・技術・ノウハウの蓄積， 産業インフラ 

○ 連携・ネットワーク・・公害克服で培われた市民，企業，行政の連携 

○ 環境国際協力・・・・・アジア諸都市を中心に 20 年以上の実績 

○ 響灘地区の優位性・・・土地，最終処分場，産業蓄積，港湾など 

を挙げている 4). 
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こうして提出された各地域の「ET プラン」の審査が行われ，1997 年（平成 9 年）7 月 10

日の最初の 4 都市， 川崎市， 長野県飯田市， 岐阜市， 北九州市が ET の地域承認を受け， 

ET となった. しかし実際の「ET プラン」の中の先進的な技術を活用したリサイクル事業計

画に基づき，「ET・ハード補助金」として工場設置費の 50%の国庫補助を，1997 年（平成 9

年）度に受けたのは，北九州 ET 事業の西日本ペットボトル㈱だけであった. したがって，

1) ET 事業の設置を自ら国に働きかけた点，2) 実際の「ET・ハード補助金」の交付を初め

て受けた点，から言って，北九州 ET 事業が ET 事業において，先進的な役割を果たしたと

言える.  

 

(2) 行政の体制整備 

市役所では，ET 地域承認を受けた後，実際に「北九州 ET プラン」の実施計画を策定す

るために，1997 年（平成 9 年）8 月に市長を議長とした「北九州環境産業推進会議」をス

タートさせた. この会議は北九州 ET をはじめとする北九州の環境産業推進策を， 産学官が

一体となって推進するために設置され，学識経験者，環境関連企業，行政から構成された. こ

れは欧米などで多数のステークホールダーの合意形成に用いられる「ラウンドテーブル」

ミーティングに近いものであった 87)
. 

 

リサイクルにおいては，どうしても埋立処分しなければならない廃棄物が生じる場合が

ある. しかしいくつかの地域においては，十分な最終処分場を持たないため，リサイクルで

生じた残渣の処理を他の自治体に依頼するケースもある. その意味で，北九州が十分な最終

処分場を持って，思い切ってリサイクルに取り組めることは大きな強みとなっている.  

 

(3) 民間企業の役割  

北九州 ET 事業が実施されている場所の主な地権者である， 新日本製鐵㈱（現新日鐵住

金㈱）八幡製鐵所の果たした役割も大きい. リサイクル法の中でもっとも整備が進んでいた
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のは，容器包装リサイクル法のペットボトルであった. 1997 年（平成 9 年）4 月西日本ペッ

トボトル㈱が産声を上げ，1998 年（平成 10 年）7 月に本格稼動を開始した. この新日鉄の

ET 事業への進出は，新日鉄の本気度を示すものであり，それに続く事業者に大きな影響を

与えた.  

 

(4) リーダーと学識経験者 

通常リーダーとしては踏み出しにくい廃棄物等を扱う環境産業に関して，廃棄物の専門

家であるアカデミックアドバイザーを得て，ついに環境産業振興に大きく踏み出すことと

なり，このコンビが他都市と差別化する大きな要素となった.  

学識経験者は「臨床型研究主義」という考え方をもち，『臨床型研究が実際に社会現実を

変える力になる. 『技術』『システム』『資金』という社会を変える原動力を持った企業が動

かないと社会は変わらない，そうゆう企業の実証プラント』88)を集めていった. また人材育

成に力を入れ，九州環境技術創造道場を作った 89)
.  

 

(5) 北九州方式のリサイクル事業研究会 

 1995 年（平成 7 年）当時，環境産業を推進しようとしても，リサイクル産業はまだほと

んど存在しておらず｢誘致でなく作る｣ことが必要であった. そこで， 北九州 ET 事業を担当

しいていた北九州市環境産業政策室（当時）は，「ペットボトル」，「自動車」，「家電」など，

リサイクル事業別の研究会を設置した.  

 研究会のメンバーは，環境産業政策室のネットワークから選定された. 選定方針は，将来

リサイクル事業を実際に行う可能性がある事業者，輸送，商社など，事業を支える事業者

などである. メンバーは市内企業が中心であったが，必要に応じて東京など市外企業にも声

が掛けられた. このメンバーの制定も，他地域の公募方式などによらず，即効性，フレキシ

ビリティを重視して選定された.  



69 

 

研究会の内容は，主にリサイクル産業のフィージビリティ・スタディー（FS）が中心で， 

① どのように，どのくらい廃棄物を集めるか（入口問題），② リサイクル技術はどうする

か（技術），③ 資源化したものをだれに，どう売るか（出口問題），などが議論された.  

 

(6) 北九州方式の三点セットのコンセプトの立案 

 北九州 ET の特徴として，① 教育・基礎研究を担う北九州学術研究都市，② 廃棄物処分

場やリサイクル困難物の技術・実証研究を行う実証研究エリア，③ リサイクル産業を行う

総合環境コンビナート・響リサイクル団地，などのコンセプトワークの実現をリードした. 

1996 年（平成 8 年）から「響リサイクル団地」を整備に着手した. この団地は， ET 事業に

参画し，「新たにリサイクル分野に進出したい」「適正なリサイクル処理を行いたい」とい

った地元の中小企業の強い要望に市が応えたものであった 90)
.  

 

(7) 北九州 ET の背景のまとめ 

北九州市が全国に先駆けて環境産業振興を打ち出した要因としては，  

① 重厚長大からの産業構造転換の必要性に対する危機感 

② 公害克服を通じて培った産学官ネットワークの存在 

③ 首長のリーダーシップとそれを支える学識経験者の存在 

と考えられる.  

北九州市のリサイクル産業の発展を見ると，地域が培ってきた技術との連関の中で非常

に大きく発展してきている. それは北九州市という歴史的特性だからできた 91)
.  

 「みなさん現場を見ていただいていますので，住民にとって ET 事業には，ほとんど違和

感がないんです. 」. ET の成功の条件は， 住民が前向きな考え方でこの事業に参画するこ

とが重要なポイントである 92)
.  
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(8) 北九州方式の三点セット 

 北九州 ET 事業は Figure 5.4 に示す響灘地区を中心に，現在では市内全域が ET 地域とな

っている. 北九州 ET 事業は，北九州市の環境産業振興の戦略として Figure 5.5 に示すとお

り，基礎研究から技術開発・実証研究・事業化に至るまでの総合的展開が挙げられる. これ

は北九州方式の三点セットと呼ばれ，① 教育・基礎研究を担う北九州学術研究都市，② 技

術・実証研究を担う実証研究エリア，③ 事業化を担う総合環境コンビナート・響リサイク

ル団地・響灘東部地区・その他の地区，が挙げられる.  

 

 

Figure 5.4 Kanmon straight and Hibikinada landfill
76) 
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Figure 5.5 Strategy of Kitakyushu Eco-town projects
76) 

 

1) 実証研究エリア 

 Figure 5.6 に示す実証研究エリアは 7.9ha の広さで，地元大学や民間企業の研究・技術

蓄積を活用して環境関連の技術蓄開発や開発した技術の実証を担うと共に，環境産業拠点

全体の環境管理，事業化に先立つ技術実証，環境学習・教育，産学民の交流，情報発信な

どを担うものとして計画させたエリアであり 92)，2009 年には約 14 施設が稼働している.
76) 
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Figure 5.6 Practical research area
76) 

 

実証エリア内の北九州市 ET センターでは，ET 見学ツアーを実施しており，ET の施設を

市民にオープンにすることで，施設の安全性を PR するとともに，市民の環境学習の機会と

して利用してもらうことを目的としている. 特に小学校高学年の環境教育が効果的だとの

指摘もあり，小学校 5， 6 年や中学生の見学者も年々増えている 93)
.  

 

2) 総合環境コンビナート 

総合環境コンビナートは Figure 5.7 示すように響灘地区にあり，実証研究エリアから約

4km 北に位置しており，広さは 25ha である. 2009 年には約 26 事業が操業している 76)
.  
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Figure 5.7 Comprehensive environmental industrial complex
76) 
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Figure 5.8 Comprehensive environmental industrial complex 

(Hibiki (Small and medium size) recycling area map)
76） 

 

3) 北九州 ET の相互連携 

 北九州 ET の最大の強みであり，そのメリットは，Figure 5.9 に示すように各立地企業で

発生した廃棄物が，ET 内の他の立地企業にとって資源となる点である. 今後は，後に示す

ET の高度化，相互連携のレベルアップの中で，これらの取組みが拡大することが望まれる.  
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Figure 5.9 Cooperation on resource circulation in Kitakyushu Eco-town projects
76) 

 

(9) 北九州 ET 事業の成果 

 北九州 ET の経済効果としては 80)，  

■ 投資額：約 600 億円（民間：6 割（426 億円）， 国等：3 割（117 億円） 

市：1 割（61 億円）） 

■ 従業者数：約 1,300 人（非常勤を含む） 

投資額の国等は，経済産業省の ET 補助金などを示す. 参考まで北九州 ET 事業に交付さ

れた補助金のうち，経済産業省 ET 補助金分（総額約 35 億円）の一覧（エコタウン事例集

29）を元に作成）を Table 5.1 に示す. これ以外に経済産業省，資源エネルギー庁，農林水産

省，福岡県など他の補助事業からの補助金が交付されている.  
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Table 5.1 Subsidies for Kitakyushu Eco-town project（Eco-town subsidies by METI） 

 

Hard facility 

（objective work for 

subsidy） 

 

Operating body 

 

Total project cost 

 

Grant amount 

Facility for the recycling 

of PET bottles Facility for 

Nishinihon PET 

bottle recycling 

1997 FY 

529, 560, 000 JPY 

1998 FY 

982, 750, 000 JPY 

1997 FY 

264, 779, 000 JPY 

1998 FY 

491, 375, 000 JPY 

1997，1998 FY  

Total 

1, 512, 310, 000 JPY 

1997，1998 FY 

Total 

756, 154, 000 JPY 

Facility for the recycling 

of home appliance 

Nishinihon Kaden 

recycle corporation 

1998 FY 

1, 540, 591, 000 JPY 

1998 FY 

718, 000, 000 JPY 

Facility for the recycling 

of OA 

Recycle tech 

corporation 

1998 FY 

102, 066, 000 JPY 

1998 FY 

48, 609, 000 JPY 

Facility for the recycling 

of automobile 

West-Japan auto 

recycle Co.，Ltd. 

1998 FY 

898, 824, 000 JPY 

1998 FY 

428, 176, 000 JPY 

Facility for the recycling 

of fluorescent tube 

Japan recycling 

light technology 

& system 

2000 FY 

949, 200, 000 JPY 

2000 FY 

400, 000, 000 JPY 

Facility for the recycling 

of 

waste wood and plastics 

Ecowood Co.，Ltd 2001 FY 

1, 825, 393, 000 JPY 

2001 FY 

900, 000, 000 JPY 

Facility for forming 

restraining agent for 

steelmaking 

Kyushu paper Co.，

Ltd 

2004 FY 

900, 000, 000 JPY 

2004 FY 

248, 000, 000 JPY 

Total 7, 728, 384, 000JPY 3, 498, 939, 000 JPY 

 

 

この投資額，従業員数は，北九州市全体の経済を考えると，それほど大きいとは言えな

いとの意見もある. しかし，北九州地域の環境への取り組みが，環境産業に関わらず，製造

業や建築業などの全産業への環境への取り組みにも良い影響を与え，実際に企業誘致など

においても，北九州地域の環境への取り組みが，進出の大きな要因のひとつになっている.  
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さらに，多数の見学視察者などの移動，宿泊などに関する経済効果も非常に大きいと考

えられる.  

北九州 ET 事業のもう一つの効果は環境負荷削減効果である. 調査に参加した北九州 ET

立地企業分だけでも，リサイクルされずに処分された場合に対して，CO2削減量は 27 万 2

千トンとなっている 80)
.  

 ただ北九州 ET 事業の立地企業の経営者は，CO2 削減は事業の結果であり， 現状の課題

は， ① より環境負荷の低い国内資源循環をどのように増やしていくか，② 自分たちの資

源化したものが，動脈産業にきちんと届けられているか，また付加価値をつけて届けるた

めにはどのような工夫をしたらよいか，などとの認識である.  

 特に世界各地でリサイクル工業団地の計画はあるが，それが実現している例は大変少な

い. 良い計画を立てることはもちろん重要であるが，それを実現するためには， 人， モノ， 

金，タイミングなどがきちんとそろわなければならない. 新興国・途上国でも，この

“Implementation（履行・実行）”を重視した政策を立てる必要がある. また今後は，より「集

積」を「連携」に繋げていくことが重要であると考えられる.  

 

(10) 事業の個性と今後の展開 

1) 北九州 ET の個性 

 北九州 ET の個性については，① 公害を克服したという都市のアイデンティティ， ② 全

ての産業には環境産業が横串として必要，③ 静脈産業と動脈産業と車の両輪，④ リサイ

クル産業のポイントは「入口問題」と「出口問題」， ⑤ 環境モデル都市」に選定されるフ

ロンティア精神，が挙げられる.  

 

2) 今後の展開 

 今後の環境まちづくりに向けた事業のあり方としては，① 地域の地球温暖化防止の促進， 
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② 地域資源循環の効率化， ③ 広域循環を含めた適切な循環サイクルの形成が挙げられ

ている 40)
. さらに世界各地，特に東アジア地域では，外資企業誘致などを目的とした環境に

十分配慮した工業団地の整備が進んでいる. しかし法律の違いや，動脈産業の省エネ， ク

リーナープロダクション（ＣＰ）活動など，環境配慮活動の実施状況の違いなどにより， 日

本の ET のようにリサイクル工場が集積している工業団地は少ない. したがって， 特に東ア

ジアの各国および国連環境計画（UNEP），国連工業開発機関（UNIDO）などの国際機関は

日本の ET 制度に注目し 実際の ET 視察も増えている.  

 ET は，  

① ET の設置を検討する人々，実際に ET で働く人々の環境配慮に関する知識・意識を向上

させる，大きな環境に関する啓発能力を有している.  

② 「ET のブランド」の維持向上意識が高いことから，相互監視意識も高く不法投棄など

が置きにくい，信頼性の高いシステムである.  

③ 東アジアに ET のような仕組みが広がっていくことにより，それぞれの地域の個性に合

った安全・安心の地域のリサイクル，資源循環システムが構築される.  

④ 将来は東アジアの ET のような仕組みを持つ地域が増えれば，それらが廃棄物を奪い合

うのではなく Win-Win の関係で相互に連携し，安全・安心の国際資源循環の担い手とな

ることが期待される.  

 北九州市では，アジアの国際資源循環拠点として名乗りを挙げており，同市の今までの

環境に関する取り組みの蓄積が生かされることが期待される.  

 

5.6 「環境」ブランド形成の要因とその活用 

 「環境」ブランドを形成した要因について Table 5.2 にまとめた. 他地域との差別化には歴

史的経緯が最適である. 最近企業においても，個性を示して，他との差別化を図るために， 

操業開始時の製品をパンフレットに載せるなどの取組が多数行われている.  
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Table 5.2 Key factors for building environmental bland 

 

Item Content Kitakyushu 

Continuity of history（Others 

forbidding personality） 

 

Analysis of historical events 

(History is always unique from 

other place: characteristic) 

Yawata Imperial steel works 

Overcoming public pollution 

Hibikinada area 

Crisis consciousness 

 

Population， economy Economic slowdown， 

population decline， aging 

Technology High technology， ICT Robot 

Specialty Unique manufacturing Sanitary ware， large tank， 

crafts 

Human resource 

 

Higher education， 

professional education 

 

Skill transfer， Business 

succession， Kitakyushu 

industrial human development 

forum 

Infrastructure Land， equipment Hibikinada area， equipment 

for heavy industry 

Challenging spirit Tring new things Mind pursuing No.1 

Cooperation Meeting new people and 

organization 

Private， academic， public 

and citizen cooperation 

Civic power 

 

Cooperative research， 

cooperation between different 

industries， factory tour， 

observation， seminar 

Eco-town tour of 5
th
 grade of 

elementary school student 

Many museums 

 

Global power Overseas expansion， 

language， grasp and 

understand the situation of 

other party 

Technical courses of JICA or 

KITA (Kitakyushu 

international 

techno-cooperative 

association)， 

dispatch expert for a long time， 

Kitakyushu Asian center for 

low carbon society 
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 危機意識も重要である. いろいろな考えのステークホールダーをまとめるためには危機

意識を活用することが大切である. その他技術，専門性，人材などはどの地域でも努力して

いるが，チャレンジ精神はさまざまである. 北九州 ET 事業成功の最大のポイントは，危機

意識を起爆剤として，環境分野へ果敢に挑戦し，他地域より早く，国と連携して仕組みを

最初に作ったことであると言える.  

 海外においてこの「環境」ブランドは，北九州に対する協力の要請という形で，大きな

力を発揮している. しかし海外においては，北九州地域の経験・知識を一方的に伝えるだけ

では，事業を継続的に行うことは難しい. まず，相手の状況を十二分に把握し，北九州地域

の経験・知識のうち，相手方に役に立つもの厳選して活用することが重要である.  

 

5.7 結言 

本章では，北九州地域の循環型社会の構築の歴史を通して，他地域の循環型社会の構築

に活用できる知識・経験の抽出という新しい視点で検討した. その結果，北九州地域におけ

る循環型社会の構築を通して，他地域にも適用可能な知見を整理することができた. 

1) ものづくりの街としての人材，技術力が，静脈産業構築にも活用された 

2) 重厚長大からの産業構造転換の必要性に対する強い危機感が存在した 

 3) 首長のリーダーシップとそれを支える学識経験者の両方が連携した 

4) 埋立地活用の議論の中から中央政府に提案を持ちかける自主性を見せた 

5) 地域の環境への取り組みの必然性を表すワンフレーズ，北九州地域では「公害を克服

した町」が地域の循環型社会構築のコンセプトのキーとなった 

6) 公害の克服を通して培われた「産学官のネットワーク」がその後の循環型社会の構築

を目指した「ラウンドテーブル会議」などの体制づくりに活かされた 

7) 他地域が環境産業の企業誘致という考えが強かったが，北九州では環境産業がまだあ

まりないときだったので，産学官で新しい環境産業を作っていくという考えであった 



81 

 

8) 環境産業を全産業に必要な産業と捉え，企業誘致などに活用している 

9) アジアの各国自治体とネットワークを作り，北九州の「環境ブランド」を活用してい

る 

10) “Implementation（実現, 実装）”を重視した政策を立てた 

これらの知見の活用に関して，特に海外においては，北九州地域の経験・知識を一方的

に伝えるだけでは，持続可能な事業を構築することは難しい. 相手の状況を十二分に把握し， 

北九州地域の経験・知識のうち，相手方に役に立つものを厳選して活用することが重要で

ある.  
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第 6 章 結論 

 

6.1 本研究の総括 

国内外において地域の実情に即した循環型社会の構築が重要な課題となっている 1）.「ゼ

ロエミッション」の考え方を取り入れ，1997 年に通商産業省（現在の経済産業省）と環境

庁（現在の環境省の管轄）により作られたのが「エコタウン構想」3)である. 

この事業では「ゼロエミッション」を，「あらゆる産業から出るすべての廃棄物を新たに

他の分野の原料として活用し，あらゆる廃棄物をゼロにすることを目指すことで新しい資

源循環型の産業社会の形成をめざす構想」としている. 

本研究では ET 事業が特に注目されている点は，多数のリサイクル事業が現実に創出され

た上， 環境事故などが起きにくい信頼性の高いリサイクル工業団地が構築されていること

と考えた 4,5）. しかし，国内外のいくつかの地域においては，ET 事業やそれに類似した考え

方の計画が立案されたにもかかわらず， 事業が予定通り実現しない例も生じている.その主

たる理由としては， 地域の実情に即した事業のコンセプトが明確でないこと，事業を実現

するための具体的な展開方法が示されていないこと 6)
, を課題と考え，それを解決する方法

を提案した. 

ET 事業は循環型社会構築のための有効な方法として ET 事業は国内外で高く評価されて

いる. ET 事業が特に注目され参考にしたいと考えられている点は，多数のリサイクル事業

が現実に創出され， 環境事故などが起きにくい信頼性の高いリサイクル工業団地が構築さ

れていることである 4,5）. しかし，国内外のいくつかの地域においては，ET 事業やそれに類

似した考え方の計画が立案されたにもかかわらず，事業が予定通り実現しない例も生じて

いる.  

本研究では，本研究の目的である国内外の各地域において，地域の特性を生かした循環
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型社会の構築がET事業やそれに類似した考え方を用いて多く展開されるようになるための

課題を， 事業構築におけるコンセプトの立案方法が明確でないこと，またその事業実現へ

の要件や具体的な展開方法が確立されていないことであると考えた.  

第 2 章では，ET 事業の目的が地域の実情に即した循環型社会構築であることから，先ず

ET 事業に解決を期待する主要課題を抽出した後，それぞれの ET が存在する地域の地域特

性を用いて ET の事業タイプの選定を行った. その結果， 代表的な ET 事業をそれら ET の

設立目的から「環境産業育成型」，「廃棄物適正処理型」および「環境意識醸成型」の 3 つ

のタイプに分類される，地域特性と ET タイプとの対応関係を利用することにより，対象と

する地域に適合する ET 事業の選定が可能になる，ことを明らかにした. 

第 3 章では，環境産業育成型，廃棄物適正処理型，環境意識醸成型の中で中心的な環境

産業育成型について，目標とする事業になるための要件，必要なハード技術・ソフト技術

について検討した.その上で，目標とする ET 事業を実現するための実行策を明確にした.目

標とする事業を実現するためには， まず方針の明確化， 現状の把握， 課題の整理が重要

である. 最初に実施する事業の対象を決めるために体制を作り，現状を把握するとともに，

事業を始める上での課題を明確にすることが必要である. 次に事業の基本計画，コンセプト

を立案する.環境産業の実現には，地域に循環型社会を作るなどのコンセプトを作り， 地域

のステークホールダーの賛同をえることが必要である. 個別の事業計画が策定できたら， 

ET 内企業や地域と連携して事業を構築することが重要であることを明確にした. 

第 4 章では，実際にリサイクルを中心とした環境産業（静脈産業とも呼び, ものづくり産

業を動脈産業と呼んで対比される）を実現するためには， ET のタイプの選択や環境産業実

現への技術的要素を検討に加えて，実際に環境産業，静脈産業を実現するためには，動脈

産業に対して静脈産業の特徴をよく理解することが重要であると考えた. 国内外の人々は

長く動脈産業，すなわち製造業に従事してきて，特に新興国，開発途上国の人々は，工業

団地を整備し，動脈産業の誘致に努めてきた. しかしリサイクル産業を中心とした静脈産業
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に関しては経験が少なく，動脈産業と比較して静脈産業がどのような特徴があるかについ

ての知識は少ない. 特に海外においては静脈産業の特徴である廃棄物の収集, 資源化物販

売の重要性の理解不足により静脈産業の展開がうまくいかない場合がある.そこで動脈産業

と静脈産業を比較することにより，静脈産業の特徴を明らかにし，静脈産業で成功するた

めの条件を明確にする. 特に動脈産業と静脈産業における原料， 廃棄物調達（入口），工場，

製品，資源化物の販売（出口）の重要性が大きく異なる点について明らかにした. 

第 5 章では，第 2，3，4 章で検討してきた ET や静脈産業の特徴を具体的に理解するため

に，ひとつの事例研究として「環境産業育成型」ＥＴに分類される北九州地域の循環型社

会の構築の歴史を通して，他地域の循環型社会の構築に活用できる知識・経験の抽出及び

その展開方法や課題について検討した. その結果, 

1) ものづくりの街としての人材，技術力の蓄積 

2) 重厚長大産業からの構造転換の必要性に対する強い危機感 

 3) 首長のリーダーシップと学識経験者との連携 

4) 埋立地活用の議論の中から中央政府に提案を持ちかける自主性 

5) 地域の環境への取り組みの必然性を表すワンフレーズ，北九州地域では「公害を克服

した町」が地域の循環型社会構築のコンセプト 

6) 公害の克服を通して培われた「産学官のネットワーク」がその後の循環型社会の構築

を目指した「ラウンドテーブル会議」などの体制づくり 

7) 他地域が環境産業の企業誘致という考えが強かったが，北九州では環境産業がまだあ

まりないときだったので，産学官で新しい環境産業を作っていくという考え方 

8) 環境産業を全産業に必要な産業と捉え，企業誘致などに活用 

9) アジアの各国自治体とネットワークを作り，北九州の「環境ブランド」を活用 

10) “Implementation（実現, 実装）”を重視した政策 

その結果，北九州地域における循環型社会の構築を通して，他地域にも適用可能な知見
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を整理することができた. 

この知見の活用に関して，特に海外においては，北九州地域の経験・知識を一方的に伝

えるだけでは，持続可能な事業を構築することは難しい. 相手の状況を十二分に把握し， 北

九州地域の経験・知識のうち，相手方に役に立つものを厳選して活用することが重要であ

る.  

本研究によって, ET 事業の中心的役割を占める環境産業を地域の特性に合わせて構築す

るための指針が明確になり, 得られた知見が国内外における循環型社会の構築のために今

後広く活用されることを期待したい． 

 

6.2 今後の課題 

今後の ET の課題としては，以下が挙げられる. 

1) ET 個別企業の高度化 

単にリサイクルするというレベルから，より高いレベルのリサイクル技術を追求するこ

とにより，単純焼却や埋立処分などに対するリサイクルの競争力が高まり，収益性を上げ

ることができる. また技術の向上には産学連携による技術開発力の向上や，操業技術，メン

テナンス技術に関する ET 内連携も重要である. 

 

2) 廃棄物収集に関する仕組みづくり 

地域循環圏の確立に向かって，その地域で出る廃棄物は，海外などへの流出を抑え，す

べてその地域の ET でリサイクルする仕組み（地産地消）の構築が必要である.地域の多くの

廃棄物を一括して ET に運ぶことにより，廃棄物の輸送効率も向上し， 資源化物の販売の

効率が上がる. このような仕組みを作るためにも， ET 内のさらなる相互連携が必要で， 理

想的には ET がまるでひとつの企業のように，営業し，リサイクルし，販売することが望ま

しい. 
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3) 地域循環圏と周辺地域および広域への拡大 

廃棄物収集を拡大するためには， 廃棄物収集地域を広げる必要がある. 廃棄物それぞれ

に適正は回収距離があるので，廃棄物毎の収集戦略の立案が必要であるが，複数の廃棄物

収集の営業を共同で行うことにより，回収地域を広げることが可能となる. 

 

4) 定量的分析手法の導入 

リサイクルフローの詳細分析や，マテリアルフロー分析（MFA）などにより，具体的な

各リサイクル産業のより定量的な解析を実施する 
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